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性のために、従来のテスト手法だけによる高信頼化は限

界にきており、形式手法や形式推論ツールの利用が必須

になろうとしています。ソフトウェア産業界は、一刻も

早く先進的開発体制を取るべきであると考えます。

同じ事が、ソフトウェアの保守にも当てはまります。

我々の生活を支えている社会基盤情報システムは、異

なった時期に異なった方法論で設計され、異なったプロ

グラム言語で実装された複数のシステムの複合体であ

り、多くの技術者の高い職業倫理と地道な作業によりそ

の保守と運用が行われています。今後社会の多様な要求

に応えるべく、基盤情報システムはますます複雑・大規

模化してゆきますが、このようなシステムを適切なコス

トで確実に保守・運用し、進化させる科学的方法論を確

立する必要があります。これまでの保守技術の体系化を

基礎に、最新のプログラム解析技術、検証推論技術、言

語解析技術、システムモニタリング技術などと共に、新

たに獲得した莫大な計算パワーの利用を前提とした保

守・進化・統合のための科学技術体系を創造すべき時期

にきていると考えます。

以上、ソフトウェア開発・保守における先進的技術の

実践と創造の重要性について述べてきましたが、これら

の点において IPA/SEC の役割には非常に大きなものがあ

ります。IPA/SEC は、業界を先導する高い技術展望を持

ち、新しい技術の導入や創造において、産業界をリード

する立場にあります。また、産学連携により最新の研究

成果を創出する役割も期待されています。IPA/SEC では

これまでもこのような活動を積極的に行ってこられまし

たが、我が国の IT 産業界が最先端のソフトウェア技術

を保持できるよう、今後ともこのような活動を一層加速

されることを期待いたします。

我々の社会生活は、金融、製造、流通、行政、交通、

通信、エネルギーなどを支える巨大な社会基盤情報シス

テムなしには成立せず、また、工業製品はそれに組み込

まれたソフトウェアによってその機能や価値が決められ

ます。我々の社会が今後ますます発展し、我々の作り出

す製品が世界で受け入れられるためには、一段と高い品

質を持ったソフトウェアが要求されます。このようなソ

フトウェアを作り、進化させ、保守運用できるソフトウェ

ア技術を持つことは、国や産業が発展する最も根幹的条

件の一つです。

ソフトウェア工学という言葉は、1968 年に NATO の

ある会議で提案されました。大規模システム開発の失敗

が相次ぎ、ソフトウェア開発を系統的に行う技術体系の

必要性が認識され始めた時代でした。ソフトウェア工学

の基本思想は、ソフトウェア開発過程に工学的方法論や

ツールを適用しようというものです。その後約 50 年を

経て、ソフトウェアプロセス、要求分析、設計、実装、

テスト検証、保守進化、プロジェクト管理、開発環境、

形式手法など様々な技術が創られて、ソフトウェア開発

を支えてきました。

その一方で、ソフトウェアは知的な人工物であり、そ

の作成は一定の知的能力があれば可能という面もあるこ

とから、現在においても、ソフトウェア開発における工

学的手法の導入が十分でなく、技術者を疲弊させている

側面もあります。しかしながら、社会基盤情報システム

や組込みソフトウェアが、ますます高品質高機能化する

今後においては、技術者の知能だけに頼る方法では、そ

の開発は困難になることは明らかであり、工学的手法の

導入は必然であると考えられます。例えば、多くの組込

みシステムでは、システムの持つ高度な並行性や実時間

先進的ソフトウェア技術の
実践と創造

片山　卓也

北陸先端科学技術大学院大学 シニアプロフェッサー
JAIST 大学院大学 調査研究機構長／中央大学研究開発機構 機構教授



3SEC journal創刊 10周年特別号 Nov.2014

ちなみに、海外では当時既にソフトウェア・エンジニア
リング研究が始まっており、1984 年に米国カーネギーメロ
ン大学ソフトウェア工学研究所（SEI）が、1996 年にドイ
ツのフラウンホーファ協会実験的ソフトウェア工学研究所
（IESE）が設立されていた。

その後 10 年を経て、通信速度や演算速度の劇的な向
上、スマート端末の普及や製品のスマート化による IOT
（Internet of Things）の顕在化、クラウド・サービスの加速化、
ビッグデータ利用の拡大、セキュリティ対応の複雑化など、
情報政策を取り巻く環境は革命的な変化を遂げた。

はたして、政府の情報政策はその環境変化に追い付いて
いるのだろうか。海外では、IT をビジネス戦略のコアとし
て活用することにより、これまでにない革新的な製品やサー
ビスを創出して世界市場を席巻した新たなグローバル企業
も出現している中で、我が国産業の生産性向上や国際競争
力強化などを実現するため、IT、とりわけソフトウェアの
役割は更に重要となっており、今後の情報政策の一層の充
実が必要となっている。

我々は今、IT 活用を通じて「コスト削減」ではなく「付
加価値向上・売上拡大」を目指す「攻めの IT 投資」を産
業界に呼びかけると共に、革新的なビジネスモデルを実現
する IT ベンチャーの起業促進に重点的に取り組んでいる。
2020 年に向けて、更なる情報政策の充実に取り組んでいき
たい。

さて、SEC の取り組みは上述した時代の状況変化に追
い付いているのだろうか。これまでの取り組みの延長線上
にとどまっていないだろうか。ソフトウェアがあらゆる産
業を支える付加価値の源泉であることを十分に実証し、そ
の成果を広く社会に対して分かりやすく発信できている
のだろうか。この質問に対する答えは、きっと、この SEC 
journal の 10 周年記念号に載っているのではないかと期待
するところである。

最後に、我が国産業がいよいよ本格的に知識サービス
化する中でソフトウェアの役割は加速度的に重要性を増し
ている。東京オリンピック・パラリンピックが開催される
2020 年に向けて、ソフトウェア・エンジニアリングやシス
テムズエンジニアリングに関する専門的知見を有する SEC
の新たな飛躍を期待したい。

SEC journal の 10 周年記念号に寄せて、経済産業省の情
報政策の 10年の変遷と 2020 年に向けた今後の展望を簡単
に述べてみたい。

我が国の情報政策は 2000 年を境に大きく転換した。
1998 ～ 2001 年頃にかけて米国においてインターネットの
普及による IT 革命が進展する中、我が国においても IT の
活用による社会の革新を図るべく 2000 年に IT 基本法を制
定し、2001 年には IT 戦略本部設置や e-Japan 戦略の策定
を通じて、まずは IT 基盤整備に取り組んだ。

今から 10 年前に当たる 2004 年は、基盤整備に目途を
つけて次の段階の「IT 利活用」を推進するための「e-Japan
戦略Ⅱ」を策定し実行していた時期である。

当時の重点分野は医療、食、生活などの「先導的７分野」
について IT 利活用を通じた生産性向上や高付加価値化を目
指すと共に、大規模な IT 投資促進税制により我が国企業の
IT 利用を促進した。

経済産業省では、「e-Japan 戦略Ⅱ」に基づき、ソフトウェ
ア・エンジニアリング手法を適用したソフトウェア開発、
高度 IT 人材の実践的育成、ハード・ソフト融合領域にお
ける組込みソフトウェア開発力の更なる強化を情報政策の
重点と位置付けて、我が国のソフトウェア・エンジニアリ
ングの拠点として、2004 年 10 月 SEC（ソフトウェア・エ
ンジニアリング・センター（現ソフトウェア高信頼化セン
ター））を設立すると共に、組込みソフトウェア開発力強化
のため、組込みソフトウェア技術者のスキル標準である「組
込みスキル標準（ETSS）」を策定し、2005 年５月に公表した。

当時、高い国際競争力を有していた家電製品などにおい
て高度な機能を実装する組込みソフトウェアの大規模化、
複雑化が急速に進む中で、社内リソースの不足などからソ
フトウェア開発の外注比率が上昇すると共に、より短期間
での開発要求が増加した。こうした厳しい開発環境のもと
で、ソフトウェア品質の管理は困難さを増し、携帯電話や
デジタルカメラなどでソフトウェアの不具合による販売の
中止やリコール、事後的なソフトウェア修正対応などが発
生した。その根底にはソフトウェアの品質・生産性の低下
などの課題があると指摘され、我が国のソフトウェアの開
発力強化の必要性が急速に高まったことが SEC 設立の背景
と考えられる。

情報政策の変遷及び今後の展望と
SECに対する期待

野口　聡
経済産業省 商務情報政策局 情報処理振興課長
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込みソフトウェア技術者の育成が急務であったが、求めら

れるスキルが明確でなく、各企業とも人材の育成に苦慮し

ていたことから、組込みスキル標準の確立は極めて重要な

テーマとなっていた。

第一期における主な成果としては以下が挙げられる。

・「IT 化の原理原則 17ヶ条」など上流／超上流工程で守

るべき規範

・「機能要件の合意形成ガイド」や「非機能要件グレード」

など要件定義工程での設計手法

・ドイツ・フラウンホーファ協会 実験的ソフトウェア工

学研究所（IESE）で開発した見積り手法である「CoBRA」

をベースにした「ソフトウェア見積りガイド」などの

工程見積手法

・「ソフトウェア開発データ白書」や「定量的プロジェク

ト管理ツール」など定量的なソフトウェア開発を行う

ための支援ツール

・組込みソフトウェア開発のためのコーディング作法ガ

イド「ESCR」、組込みソフトウェア向け開発プロセス

ガイド「ESPR」、組込みソフトウェア向けプロジェク

トマネジメントガイド「ESMR」といった、プロダクト

とプロセスの両方の品質向上に資するための組込み向

け各種エンジニアリングガイド

・組込みスキル標準「ETSS」として、組込み技術者のス

キルの定義や教育のためのプログラム、ETSS 導入に向

けたガイド類を体系的に確立

３．第二期中期計画期間（2008～ 2012年度）

情報システムが社会インフラとなり、証券システム、金

融システム、通信システムなどのトラブルにより、社会生

活に大きな影響を与えた情報システムの重大事故が増加し

つつある状況を踏まえ、情報システムの信頼性向上に向け

たソフトウェア・エンジニアリングの推進を重点的な目標

として設定した。施策としては主に以下の 3つを展開して

進めることとした。

・情報システムの信頼性確保に向けたソフトウェア・エ

ンジニアリングの推進

・地域産業・中小企業などのための具体的なシステム構

築手法の提供

１．はじめに

SEC が IPA の中に設立されたのは 2004 年 10 月１日であ
り、今年でちょうど 10 年を迎えることとなる。当初より
「ものづくり」として高品質なソフトウェアを効率よく開発
する手法を確立し、普及させることをミッションに、産学
官の我が国有数の連携拠点として、以下の取り組みをスター
トさせた。
・エンタプライズ系ソフトウェアの品質・生産性の向上
・組込みソフトウェア開発力の強化と人材育成
・先進ソフトウェア開発の事例分析とベストプラクティ
ス作り

SEC 設立 10 周年の節目にあたり、これまでの 10年にわ
たる SEC の活動を振り返ると共に、今後の展望について考
えてみたい。

２．第一期中期計画期間（2004～ 2007年度）

社会生活を支える基盤としてソフトウェアの重要性が極
めて重大となる一方で、
・エンタプライズ系ソフトウェアでは、開発プロジェク
トの失敗や納期遅延、情報システムのトラブルなどが
依然として後を絶たない

・組込みソフトウェアでは、開発ソフトウェアの規模や
その複雑性が急激に増大し、開発エンジニア不足や効
率的な開発手法の普及展開が求められる

などの問題が顕著となり、ソフトウェア開発力の強化が
喫緊の課題として認識された。
こうした課題に応えるべく、エンタプライズ系ソフトウェ
ア開発については、開発の見える化・定量化と上流工程か
らのアプローチの強化を SEC の重点的な取り組みとして設
定した。とくに、上流工程重視では、要件定義より更に前
の経営戦略やシステム化計画策定についても超上流工程と
して開発プロセス全体に含めることを推進し、経営戦略や
システム化要件と実システムとの乖離の防止にも力点を置
いた。
一方、組込みソフトウェア開発については、エンジニア
リング手法の現場定着とスキル標準の確立が重点的な取り
組みであった。当時、急激な規模増大に対応するために組
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・海外有力機関との国際連携の推進
更に、2009 年から 2010 年にかけて、米国において日本
製自動車の「意図しない急加速」のクレームが多発し、電
子スロットル制御システムのソフトウェアの信頼性に疑惑
が生じるという問題が発生した。米国政府は第三者機関で
ある米航空宇宙局（NASA）に疑惑の解明を委ね、ソースコー
ドも含め徹底的な調査が行われた。結果として信頼性上の
問題点は発見されなかったが、これを契機として我が国に
おいても第三者がソフトウェアの品質を監査する制度が必
要ではないかとの声が高まり、産業構造審議会の答申を受
けて、SEC においてソフトウェア監査制度の検討に着手す
ることとなった。
第二期における主な成果としては以下が挙げられる。
・「共通フレーム」や「SPEAK-IPA」といった、ソフトウェ
ア開発プロセスを改善するための規範や具体的な改善
手法

・IESE と連携して開発した「GQM+Strategies」といった
IT 化戦略立案や意思決定支援のためのツール

・当時注目され始めていた「アジャイル開発手法」や高
信頼化のための手法としての「形式手法」、「モデルベー
ス開発」などの先進的な手法の事例紹介や導入ガイド

・組込みソフトウェア開発向け品質作り込みガイド
「ESQR」やテスト工程の品質管理手法ガイド「ESTR」
や「ESBR」を加え、組込み向けエンジニアリングガイ
ドとして、一通り体系化されたガイド

４．第三期中期計画期間（2013～ 2017年度）

情報システムの大規模化、複雑化、更には様々な装置や
機器とシステムが高度に連携するようになり、これまでの
エンタプライズ系や組込み系ソフトウェアの高信頼化のみ
ならず、情報システム全体をシステムとして捉えて安全性
を考えていくシステムズ・エンジニアリングへの対応の必
要性が高まった。とくに、情報システムが企業活動や個人
生活と一体化しつつあることから、利用者が安心してソフ
トウェアを利用できる社会の実現を目指し、以下の取り組
みを強化することとした。
・重要インフラ分野の情報システムにかかわるソフトウェ
ア障害情報の収集・分析及び対策

・利用者視点でのソフトウェア信頼性の見える化の促進
・ソフトウェアの信頼性に関する海外有力機関との国際
連携

もちろん、こうした取り組みは、ソフトウェア・エンジ
ニアリングのやり方が開発現場できちんと出来てこそ、信
頼性の高いソフトウェアや安全なシステムが実現できるも
のであるため、これまでの SEC 成果のブラッシュアップや
定着化についても引き続き取り組んでいく必要がある。第
三期はスタートしてからまだ１年半であるが、ここまでの

主な成果としては以下が挙げられる。
・第二期の途中からスタートしたソフトウェア監査制度
の検討成果として、第三者がソフトウェアの信頼性や
安全性を検証する制度を構築するためのガイドライン
としての「品質説明力強化のための制度ガイドライン」

・実際に発生した重要インフラ分野や各種製品における
情報システムの障害事例を基に、有識者による分析を
加え、再発防止に向けた教訓として取りまとめた「情
報処理システム高信頼化教訓集」

ちなみに、一般社団法人コンピュータソフトウェア協会
（CSAJ）では、「品質説明力強化のための制度ガイドライン」
に基づくパッケージソフトウェアの認証制度（PSQ 認証）
を 2013 年６月からスタートさせている。

５．今後の展望

以上述べてきたように、これまで SEC は関係者のたゆま
ぬ努力によって数多くの成果を世の中に提供してきた。こ
の場を借りて、多くの関係者、ご協力いただいた方々に厚
く御礼申し上げる。我々を取り巻く社会システムは更に高
度化し、利用者の利便性は格段に向上しつつあるが、それ
に伴って、それを支える情報システムの重要性は以前にも
増して重大となりつつある。利用者が安心して生活できる
ために、システムとしての安全性設計の達成と、大規模化、
複雑化し続ける情報システムの中核を成すソフトウェアを
高信頼に構築するために、SEC の果たすべき役割はますま
す重大になってくると考える。
更に、今後重要になってくるのが、運用・保守を含めて
システムのライフサイクル全体でソフトウェアを捉えてい
くことであろう。実際に情報システムがトラブルを起こし
て利用者に迷惑を与えるのは運用時であり、どのようにシ
ステムが利用されるのか、どのように運用されるのかといっ
た要件が、システムの設計に当たってはより重要なウェイ
トを占めるようになってくる。もちろん、どのような人（利
用者、運用者や保守者も含め）がどのような環境や状況で
使うのかといった、人間系の要素も加味していく必要があ
ろう。
ところで、これだけソフトウェアの規模が増大してくる
と、そのうち規模爆発が起こって人の手では作り切れなく
なってくる恐れはないのだろうか。ハードウェアでは、CAD
や 3Dプリンターの出現により設計のやり方が格段に進歩し
ているのに比べて、ソフトウェアの設計手法はまだまだ遅
れているのではないかと思う。将来的には、社会の仕組み
や人間の思考を具象化して自動的に論理的なプログラムに
落とし込むようなツールが必須となってくるかもしれない。
産学官のハブとしてソフトウェアの世界に新たなイノベー
ションが起こせるように今後とも努力していきたい。
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（2） 人材の高度化

IT 系人材育成に関しては、既に IPA には、情報処理

技術者試験、IT スキル標準などの優れたツールが存

在した。これらを、規模や重要性が急速に拡大して

いた組込み系ソフトウェアへ適応するため、組込み

スキル標準の開発を行った。また、経済産業省が主

導した先進ソフトウェア開発タスクフォースにおい

て、組込みスキル標準を応用した人材育成の役割を

担った。

（3） グローバル化

SEC の成果がグローバルに通用すること、換言すれ

ば、成果を応用した企業がソフトウェア開発に関し

て、グローバルな競争に打ち勝つことを念頭に置い

た。具体的には、ドイツ・フラウンホーファ協会 実

験的ソフトウェア工学研究所 (IESE)、米国・カーネ

ギーメロン大学 ソフトウェア・エンジニアリング研

究所などとの連携を積極的に進めた。

ソフトウェア工学のアプローチとしては、開発の現場

から得られた経験的データに基づいて改善を図ろうとす

るエンピリカル（実証的）ソフトウェア工学の立場を重

視することとした。このため、奈良先端技術大学院大学、

大阪大学が、2003 年から推進していた EASE（Empirical 

Approach to Software Engineering）プロジェクトと連携

することとした。

このような活動の結果、2007 年に３周年を迎えた時

点で、SEC 要員は 48 人、タスクフォースメンバは 370

人に達した。出身は 129 企業、24 大学で、文字通り産

SEC は 2004 年 10 月に、SEC 要員 30人で設立された。

設立にあたって、当時の経済産業省 情報処理振興課長の

小林利典氏は、「ソフトウェア技術の社会的位置付けや

それに対する関心が高まっている。景気を牽引する自動

車やデジタル家電などの高度化は、ソフトウェア技術の

存在なくしてはありえない。また、金融機関や航空産業

などは巨大な IT 企業であり、ソフトウェアの事故が社

会的に大きな問題になる」と話している。この小林氏の

指摘が SEC 設立の背景だと考えてよい。

筆者は初代所長に任命されたが、与えられた時間はそ

う多くないと考え、急ピッチで体制を整え活動を開始し

た。具体的には、「エンタプライズ系開発力強化」「組込

み系ソフトウェア開発力強化」「先進ソフトウェア開発

プロジェクト」の三つのタスクフォースを推進した。タ

スクフォースメンバは産学官に協力をお願いし、2004

年末の時点で 120 人の精鋭に集まっていただいた。

三つのタスクフォースを進めるにあたっては、次のよ

うな事項に留意した。

（1） ソフトウェアの可視化

ソフトウェアはハードウェアと異なり、性能、品質、

脆弱性、価値などの可視化が困難とされていた。開

発における進捗状況も可視化されず、ベテランの勘

に頼っていたと言っても過言ではなかった。このよ

うな前近代的な状況を脱するため、まず、エンタプ

ライズ系タスクフォースにおいて、開発・運用時の

定量データ収集と分析、見積手法の開発、開発プロ

セス共有化の検討を実施した。

SEC発足時の思い出と IT革命
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学（官）が集う場となっていた。また、成果はできる限

り利用しやすい形でまとめることとし、発行書籍は 23

種・20 万冊に達した。代表的なものは、約 1,800 件の

開発データを収集・分析した「ソフトウェア開発データ

白書」であった。筆者は 2008 年末に退任したので、そ

の後の経過については稿を譲ることとしたい。

1979 年は、エズラ F. ヴォーゲルは『ジャパン アズ 

ナンバーワン : アメリカへの教訓』を著した年として記

憶される。この中でヴォーゲルは、日本人の高い学習

意欲と読書習慣が高度経済成長の基盤になっていると

評価した。1980 年に入っても日本経済は順調に成長を

続け、1980 年代後半にピークに達したが、いつまでも

続くことはなく、1990 年前後にバブル崩壊を経験する。

その後、日本は長い低迷期を余儀なくされるが、皮肉な

ことに世界はこの頃からインターネットを核にした IT

革命に入る。

1994 年には、ブラウザを世に出したネットスケー

プ・コミュニケーションズ、電子商取引の端緒を開

いた Amazon.com が 誕 生した。翌年は Microsoft が

Windows95 をリリース、96 年には Google がスタート

した。日本勢も 1999 年に、NTT ドコモが携帯電話 IP 接

続サービスである i モードサービスを開始し気を吐いた。

インターネットを核にした IT 革命は、日米共に、

1999 年までは順調に推移したが、2000 年に入ると株

価が急落し、IT バブル崩壊に見舞われた。日本はそのダ

メージが大きく、1990 年代初頭からの「失われた 10年」

が続くことになる。一方、米国においても多くの dot.

com 企業が姿を消したが、次の飛躍に備え、実力を養っ

ていた企業が存在した。

その代表は 2004 年に IPO した Google であり、2004

年に創業した Facebook である。更に、Amazon.com、

eBay、Yahooなどが本格的なIT革命をドライブしていく。

更に、2002 年に iPod/iTunes を商用化していた Apple

は 2007 年に iPhone を、2010 年に iPad を出荷し、IT

革命を決定的なものとしていく。

このように日本が 2004 年頃を起点に本格化した IT 革

命に乗り遅れ、多くの電機メーカの屋台骨が揺らいでい

ることは周知の通りである。この原因はどこにあるのだ

ろうか。最近の製品の付加価値がソフトウェアに依存し

ていることは論を俟たないが、日本のソフトウェア開発

能力が米国より劣っていたのだろうか。

米国・MIT のマイケル・クスマノ教授は、1991 年に

『日本のソフトウェア工場』を著し、日本企業が実現し

ていた、きめ細かい機能をソフトウェアとして実装する

力、高い品質保証能力に驚きを示している。例えば、商

用化されたソフトウェアの欠陥は、日米で 1:20 であっ

たと報告されている。クスマノ教授は、日本の厳格な開

発スタイルやゼロ欠陥を追求する「工場アプローチ」は、

シリコンバレーのベンチャー企業の「手工業的アプロー

チ」よりも優秀であると考えたのではないだろうか。

事実、日本の工場アプローチは、大規模な銀行システ

ムや製造システム、及び自動車などの大規模な組込みソ

フトウェア開発に非常に有効であった。一方、世界に通

用するソフトウェアプロダクツや創意に富んだサービス

を次々と生み出したのは、手工業的アプローチの米国企

業であり、日本でも、ゲームやモバイルコンテンツは手

工業的アプローチで世界を席巻した。

上記アプローチの違いは、日本のソフトウェア産業が

「製造業」と言われ、米国のそれが「ビジネス」だと言

われることと関係がある。米国がビジネスとして付加価

値が高い知識集約型ビジネスを志向したこと、日本が製

品として完成度が高く、高品質の実現を目指したことは、

置かれた環境から考えて極めて理にかなっている。そ

れが採用したアプローチの違いになったものと思われる

が、今後は両アプローチの良いところを取り入れて融合

していく流れになるのではないだろうか。

SEC10 周年の 2014 年は、インターネットが普及し始

めてから 20年、IT 革命が本格化してから 10年である。

IT 革命はまだまだ緒についたばかりであり、ガートナー

のハイプサイクルなどを見ると、多くの先進技術が目白

押しである。それらの実用化に際して、ソフトウェアが

中核になるのは間違いがないところであり、SEC のこれ

からの活躍に期待したい。
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うな事故だけでも月に２～３件のペースは変わらず、む

しろ増える傾向にあります。更に近年では、組込みソフ

トウェアの問題も大きくなってきています。例えば、自

動車の組込みソフトウェアの不具合が原因で大量のリ

コールが行われた件数が、今年初めから８月までで既に

10件近くに上っています。

また、開発予算の大幅な超過や、完成時期を大きく遅

らせ損害賠償を請求され開発会社が大赤字に陥ってしま

う、といった問題もあります。更に問題なのは、開発が

途中で頓挫してしまう、あるいは開発は終わったが使い

物にならずお蔵入りしてしまう失敗プロジェクトがかな

りあるという事実です。このようなプロジェクトの失敗

は、IT システムの事故以上に表面化し難いため、実態が

把握できないのですが、米国スタンディッシュ・グルー

プの 2013 年のレポートでは、完成に至らず途中でキャ

ンセルされたり、完成したが使われなかった完全な失敗

プロジェクトが 18%～ 21% というデータが示されてい

ます。ほかに、大幅な予算超過、納期遅延、機能不足な

どを起こしたプロジェクトが 42%～ 43% で、大きな問

題なく成功したプロジェクトはわずかに 37%~39％程度

と報告されています。残念ながら、日本にはこの種のデー

タが全くありませんが、会計検査院が官公庁システムの

開発失敗を指摘したり民間企業同士が開発の失敗を巡っ

て裁判で争うなどによって明るみに出ることがあります

が、多分氷山の一角でしょう。特許庁のシステムやスル

ガ銀行のシステムなどでは、開発の失敗によって数十億

円規模の損失が報道されたのは記憶に新しいところで

す。それほど高額ではなくても、開発の失敗によって億

円単位の損害賠償を争う訴訟や調停に持ち込まれる事例

は結構多いようです。私もここ数年、東京地裁で IT 関係

■ OS/360 は今年 50歳に

今年 2014 年はシステム 360 が生まれて 50歳の記念

の年だそうです。1964 年に IBM が発表したシステム

360 には、当時としては画期的なOS/360 が搭載されま

した。そのOS/360開発の責任者であったブルックスが、

大規模なソフトウェア開発に苦労した話を「人月の神話」

と題した本にまとめたのはご存じの通りです。表紙に掲

げられた、タールの沼に足を取られ身動きできなくなっ

た巨獣の図は、ソフトウェア開発プロジェクトの困難さ

を端的に表す図として印象に残っています。OS/360 発

表の数年後の 1968 年には、NATO主催の会議が行われ、

初めて「ソフトウェア工学」という言葉が使われたとの

ことです。増大するソフトウェアの需要に対して、人海

戦術による手作りの域を出ないソフトウェア開発は、生

産性が低くとても供給が追い付けない状況、いわゆる「ソ

フトウェア危機」が叫ばれました。「このままでは世界

中の人類すべてがプログラマにならないと、ソフトウェ

アの供給が間に合わない」と言われるほどで、このよう

な危機意識のもとでソフトウェア工学が提唱されたのは

ご存じの通りです。

以来 50 年弱の年月が流れたわけですが、さてソフト

ウェア危機は解消されたのでしょうか？

■ 今も続く「ソフトウェア危機」

相変わらずソフトウェアの生産性の低さは大きな問題

ですし、ソフトウェアの欠陥によって運用中のシステム

が停止し、社会に大きな混乱をもたらす事故は後を絶ち

ません。SEC journal で 2010 年から連載している IT シ

ステムの事故の集計を見ても、マスコミで報道されるよ

今も続くソフトウェア危機に 
SECの役割を期待する
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の民事訴訟や調停に専門委員・調停委員として参画する

ようになって、このような実態にはじめて触れるように

なったのですが、現場では問題が山積している印象です。

このように見てくると、今も「ソフトウェア危機」は

解消されたとはとても言えず、一層困難な状況にあると

思います。

■ 古くて新しい課題だが．．．

もう少し具体的な課題に触れてみたいと思います。例

えば、プロジェクトが頓挫する失敗について見れば、シ

ステムに対するユーザの要求をいかに消化し適切な形に

まとめて合意を得ながら設計を進めていくのか、そして

開発のために必要なリソースや期間を早い段階でどう見

積もれば良いのか、といった古くからの課題にまだ満足

な答えが得られていないからこそ、このような失敗が起

こります。更に外注形態の開発における発注者と受注者

の間の協力義務やプロジェクト管理義務、善管注意義務

などプロジェクトに取り組む姿勢の問題や適正な契約の

あり方など、技術面以外の問題もあります。これらも、

決して新しい課題ではありませんが、まだまだ解決した

とは言えません。

また、ソフトウェアの欠陥による事故はどうでしょ

う。欠陥を作らないための開発の工夫はもちろん重要で

すが、それでもなお欠陥は残ることを前提に運用・管理

を行うことも重要です。エンタープライズシステムのよ

うに専門の運用者・管理者が居るケースに比べると、消

費者が直接操作する組込み機器においては、信頼性や安

全性、使い易さ、判り易さなどの品質はとくに重要です。

人間の要素を加味したリスク分析や間違いの無い設計・

実装の保証、品質の客観的な検証・確認などはまだまだ

手探りの状態です。

更に、日々激しく変化するビジネス環境に応えられる

システムを開発するには、開発内容や計画の全体を開

始時に決めて後戻りしないウォーターフォールモデルで

は、限界があることは明らかですが、それに代わる開発

モデルは確立できたのでしょうか？有力な候補であるア

ジャイル開発は、外注を使わざるを得ない大規模開発に

も適用できる形に洗練されてきたのでしょうか？

課題を挙げれば、キリがないのでこのあたりにします

が、どの課題も古くから言われてきた課題です。しかし、

今なお残されている新しい課題でもあるのです。

■ ソフトウェア・エンジニアリング
のナショナルセンターに

では、SECはどんな役割を果たすべきなのでしょうか？

ここまで述べてきた色々な課題解決をSECが直接カバー

することはもちろん不可能です。SEC は、このような課題

に取り組む産学官の多くの人々の「拠り所」としての役割

を果たすことにあると思います。ソフトウェアにかかわる

産学官の多くの人達が、利用者、開発者、保守者、研究者、

教育者など様々な立場から現場の問題を共有し、解決に向

けた方向を議論し、活発な情報交換を行う「拠り所」とな

り、そこで得られた多くの知見を結集して、現場の課題解

決を牽引するナショナルセンターとしての機能を果たすこ

とこそ、SEC の大きな役割だと思います。

現在 SEC が重点的に取り組んでいるソフトウェアの信

頼性は、市民が安心して利用できる IT システムのため

に重要であることに疑いはありません。しかし、その実

現はソフトウェア・エンジニアリングの幅広い技術の基

盤に支えられて初めて得られるものです。基盤となるソ

フトウェア・エンジニアリング技術全般を底上げするこ

と、そして取引や契約のあり方の問題、知的財産権の問

題、人材の問題など技術面だけに偏らず幅広く課題を取

り上げていって欲しいと思います。

2009 年から 2010 年にかけて事業仕分けに翻弄され

たことを思い出します。組織のあり方を不断に見直すこ

とはもちろん重要ですが、大衆受けを狙ったパフォーマ

ンスに振り回されるのはご免です。これからの社会にお

けるソフトウェアのあり方を見据えて必要な役割は自信

をもって果たしていくべきです。

ソフトウェアが様々な形で社会を動かす「ソフトウェ

アこそが主役」の時代を迎え、「ソフトウェア危機」は

一業界の問題ではなく、あらゆる産業の競争力、イノベー

ションを制する問題であり、社会全体の力を決定づける

基本的な問題です。ますます SEC の役割の重要性と期待

は高まっています。
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実はこの研究では、これらの３つの要因を IT 化や機械

化を阻む変数として設定し、各職業における変数の度合

いを分析することで、冒頭の予測を導き出しているので

ある。ちなみに３つ目の社会的知性とは、相手への理解

や思いやる能力、相手との違いを踏まえた上での交渉力、

説得力、他人を身体的にも精神的にも支援する能力を指

している。また、代替性が高いのは単純労働だけでなく、

ビッグデータの活用可能性が高まってきたことで、人間

の認知能力に依存する非定型的な業務の代替も進むとし

ている。例えば、不法行為の特定のための調査や、株式

売買、健康・医療診断などは、ビッグデータとそれを処

理する高度なアルゴリズムによって、かなりの部分がコ

ンピュータによる代替が可能であるとしている。

さて、この推定結果をどう解釈するかである。アメリ

カに限らず IT 化を進める先進国では共通に起こり得る

問題である。先進国での製造業の空洞化に加え、IT 化の

進展により労働節約的な産業構造となり、結果として雇

用が激減してしまうのである。資本主義のジレンマと嘆

く向きもあるかもしれない。しかし、これは変化の一断

面だけを見た解釈だ。この論文でも、推定結果が示唆す

るのは、より高度で創造性や社会性が求められる部門へ

の人材や資本のシフトの緊急性であり、そのための人材

育成や教育が必要であると結論づけている。ここで注意

したいのは、こうした部門は全く IT 化の余地がないの

ではなく、人間の創造的、社会的な活動を支援する IT

１ IT化により雇用が激減？

IT 化の進展によって 20年後にはアメリカの 47％の雇

用が消滅する危険がある。これは、2013 年の秋にオッ

クスフォード大学での研究成果として発表された近未来

予測である。研究論文のタイトルは、「雇用の未来：職

業はコンピュータ化によってどのような影響を受ける

か」。論文中には、具体的に IT 化によって消滅する可能

性の高い職業があげられており、衝撃的な予測として話

題になった。

この研究は、アメリカの 702 種の職業を対象に、そ

れぞれの職業がコンピュータ化によって代替される確率

を推定したものである。上記の 47%の雇用というのは、

コンピュータ化によって代替される確率が 0.7 以上の職

業の雇用総数をカウントしたものだ。また、こうした危

険にさらされている職種として、具体的には、企業や行

政の事務支援サービス、販売関連、サービス、金融（窓口、

経理処理などの定型業務）、交通、物流関連などがあげ

られている。逆に、代替可能性が低いものは、経営、管理、

金融（経営、管理、調査・分析業務など）、IT 関連、研

究開発、教育、法務関連、コミュニティーサービス、メディ

ア、芸術、医療・介護関連などである。

つまり、定型あるいは単純労働的な職種は代替性が高

く、逆に代替性が低いのは、高度な認識能力や繊細な操

作能力を問われるもの、創造性が求められるもの、社会

的な知性（対人能力）やスキルが求められる職種である。

プラチナ社会に向けた 
ITイノベーション

IT化の進展によって多くの雇用が失われるというセンセーショナルな予測がある。未来を開拓するためのITが、我々

の未来を奪うのであろうか？問題を解く鍵は、質的な豊かさを追求する社会の実現に向けた IT の可能性にある。
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これを飽和型需要と定義する。産業革命とは基本的に生

産性を上げることであり、生産量が増えなければ雇用は

減り、究極には国内で雇用が無くなってしまう。従って、

先進国では、国内の雇用を持続的に作り出していくこと

が求められているのだ。一方、質を高めるための需要を

創造型需要と定義する。国内に創造型需要で飽和しない

質的競争に基づいた産業を創っていく必要がある。明治

維新以来、日本人は産業を振興すれば暮らしが良くなる

と信じてきた。創造型需要の場合には、それを逆転させ

て、暮らしを良くすること、つまり QOL を追求すれば

新しい産業が生まれると考えるべきである。

例えば、質を求める重要なテーマとして、活力ある長

寿社会があげられる。高齢化は大きな社会的課題だが、

これを好機ととらえ、医療・介護という枠にとらわれず、

健康で誇りのある長寿を全うできる社会といったより裾

野の広い視点で、新しい需要を創造していくことが必要

である。また高齢化社会は、先進国だけでなく、今後遠

からず、世界が経験する課題である。従って、活力ある

長寿社会というテーマで、どこよりも先んじてイノベー

ションを起こすことが、国際競争力の観点からも重要と

なる。

以上のような社会ビジョンを踏まえると、今後の IT 分

野の方向性が見えてくる。これまでの IT の役割は、飽

和型需要に対応したものが中心で、とくに生産や業務の

効率化といった点が強調されてきた。そして、今後は飽

和型需要だけでなく、創造型需要に対応した IT の可能

性を追求する必要があることが明らかである。また創造

型需要に対する ITの可能性については、効率化に加えて、

人間の創造的、社会的活動を支援するという点が強調さ

れるべきなのである。

３ 創造型需要を喚起するための 
ITイノベーション

以上のように、これからの成長のエンジンは飽和型需

要ではなく創造型需要にある。この点から見ると、冒頭

の IT が導く将来像のように、IT を労働節約的な機能だ

けでみるのではなく、より創造的な生活や社会を実現

するためのツールとして活用していくことだ。こうした

化が進むということだ。そして、そうした部門とは、健康・

医療・介護、教育、文化、コミュニティー再生などであり、

これらは先進国共通の社会的課題分野と重なる部分が大

きいのである。実際に、創造性、社会性が求められる分

野の需要が増加していくのは、人類史的な観点から見て

も必然であり、現在は、そうした大きな変化への転換点

なのである。

２ QOLを追求する社会への転換

現在、人類が大きな転換点にあることを示す要素は少

なくとも３つ挙げられる。それは、産業革命の普及、人

工物の飽和、人類の長寿化であり、今後の成長戦略を考

える上で非常に重要な枠組みとなる。

超長期的に農業生産中心で均衡していた社会を一変さ

せたのは、200 年前の産業革命である。産業革命は、は

じめは先進国への富の集中という形で進んでいったが、

現在では新興国などを中心に世界の国々に普及しつつあ

る。産業革命が世界的に普及する一方で、先進国では、

人工物の飽和によって量的な豊かさを求める需要が飽和

しつつある。例えば、先進国では、２人に１台の自動車

を持った時点で保有台数が飽和する。これが、先進諸国

の成長鈍化や景気停滞の構造的要因となっている。

また豊かさの普及と共に人類が手に入れたのが「長寿」

である。古代エジプトでの平均寿命は 24 ～ 25 歳だっ

たと言われている。そして、20世紀のはじめには 31歳

であった世界の平均寿命が、2011年には70歳に到達し、

先進国の平均は 78 歳となった。長寿は文明が希求し続

けようやく実現した大きな成果なのである。

産業革命の普及により量的な豊かさが満ち、かつ長寿

となった人類が次に求めるのは何か？それは生活ある

いは人生の質、つまり「クオリティー・オブ・ライフ

（QOL）」の追求とそれを可能にする社会システムの実

現であろう。こうした QOL を追求する社会を私はプラ

チナ社会と定義する。プラチナ社会の実現こそが、今後

の成長の地平を拓くことにつながる。

ここで、プラチナ社会の発展を牽引する需要について

考えてみたい。先述のように自動車などモノの需要は、

中国のような巨大な市場であっても遠からず飽和する。
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創造型需要を見つけ出す鍵の一つはオープンデータであ

る。データがオープンであれば、それをより多くの人々

が活用してイノベーティブな商品やサービスの開発の可

能性が高まる。データをクローズドにしていてはそうし

た可能性も限定的になる。正にオープンイノベーション

環境としてのオープンデータなのである。もう一つの鍵

は、センサ技術の発達により、あらゆる対象の状態変化

をデータとして把握できるようになり、精緻な分析や制

御が可能となったことである。いわゆるビッグデータの

活用である。そして、最後の鍵は、最初の鍵と深くかか

わることであるが、誰もが参加しイノベーションの担い

手となり得るという点である。

こうした創造型需要の大きな開拓分野として社会的課

題の解決があり、既に社会実装レベルでの動きが数多く

ある。

例えば農業生産への IT の導入である。IT 導入により、

気温や日照、土壌など栽培環境と生育状態の関係を「見

える化」し、属人的であった高度な生産技術を知識化す

ることで、より制御性に優れた生産プロセスを実現する

のである。これは安定供給やコスト削減だけでなく、日

本ならではの高品質を維持するためにも有効であろう。

こうした手法を露地栽培にも適用し、流通や販売とも連

動させていくことが可能だ。６次産業化も重要だが、IT

が拓いてゆく農業生産改革の余地は大きい。

また、健康・自立を支えるためのIT活用がある。例えば、

個人の診断情報、健康情報、遺伝子情報を統合化し、ビッ

グデータとして分析・活用することで、創薬だけでなく、

食育や体育など多様な分野で、きめ細かな健康・医療サー

ビスの開発可能性が広がる。個人のデータは、クラウド

を通じて、健康産業や地域医療のネットワークと接続可

能にすることで、いつでもどこでも、的確な情報で適切

な処置やサービスを受けることが可能となる。

更に介護分野では、ブレイン・マシン・インターフェー

ス（BMI）という技術による自立支援ロボットの開発が

進められている。BMI は、脳の活動状態を信号化し、機

械や情報通信機器の操作に反映させる技術である。逆に、

外部からの刺激を電気信号化して脳内に送り、様々な感

覚機能の再生や増強を図ることもできる。例えば、運動

機能障害を持った人が、脳で思うだけで手や足に装着し

た自立支援ロボットを自在に動かすことができる。極論

すれば、BMI の活用により、脳機能が健全である限り人

は自立した生活ができるはずである。BMI は「誰もが自

立した尊厳ある生活を送る」というビジョンに向けたイ

ノベーションとなりうるのである。

そして最後に、誰もがイノベーションの担い手となり

うる社会実現に向けた取り組みとして、3Dプリンタと

インターネットによるモノ作りシステムがある。これは、

設計データをインターネット上で共有することで、「い

つでも、どこでも、誰でも」必要なものを必要なだけ製

造できるシステムであり、ファブ社会というコンセプト

で世界的にも話題になっている。ファブ社会は、個別化、

適量生産、需要志向という点で、物質的に飽和した社会

が次に目指すべきモノ作り革命と言える。更に、インター

ネットを通じて、専門家ではない一般の消費者でもモノ

作りに参加することが可能となる。正に、消費者から創

造的な生活者への転換を促すツールなのである。創造的

生活者の増加が、イノベーションの裾野を広げていくこ

とであろう。

本稿では、今後の IT の方向性として、QOL を追求す

るプラチナ社会を実現するためのツールとしての可能性

について論考した。エンジニアリングは常に社会のニー

ズに対応し未来を実現する活動でなければならい。IT も

その例外ではない。従ってプラチナ社会実現のための IT

開発には、IT 専門家だけでなく、多様な分野の主体との

連携が求められるであろう。IT はそれ自体が多様な主体

の連携や参加を可能にするツールであるからこそ、未来

を切り拓くイノベーションとしてのポテンシャルが大き

いのである。
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ないが、人間が作った論理体系なら自由自在に変える

ことができる。ソフトウェアならプログラミングを工夫

するだけで自然法則の組み合わせ結合よりはるかに容易

に、人間のアイデアや期待を製品機能やシステム機能と

して具体化できる。

第三次産業革命がデジタル型のエレクトロニクス産業

で最初に現れたのは、製品設計にソフトウェアを適用し

易かったからであり、その代表的な事例がパソコンやイ

ンターネット、DVD であった。21 世紀の現在ではソフ

トウェアが介在する産業領域が急拡大している。

シュンペーターは、経済活動の中で生産手段や資源な

どが従来とは異なる形で新結合することをイノベーショ

ンと定義したが、多くのモノがソフトウェアを介して結

合する 21世紀は、100 年前のシュンペーターが見た世

界より遥かに容易に、そして無限に、新しい組み合わせ

を作ることができる。しかも、結合スピードが自然法則

の結合よりも遥かに速い。

ここから、これまで存在し得なかった価値がソフト

ウェア主導の新結合によって次々に生み出され、スマー

トフォンはもとより、自動車の価値さえソフトウェアが

決める時代となった。インターネット・クラウドがこの

潮流を更に拡大し、全く異なる巨大産業同士をつないで

新たな価値を創り出す。21 世紀の技術イノベーション

や製品イノベーションはもとより、社会システムイノ

ベーションさえも、ハードウェアでなくソフトウェアが

先導する時代になったのである。

あらゆるモノがつながり易くなれば、製品やシステム

を構成する技術体系のすべてを、自社はもとより自国の

中にさえ持つ必要はない。従って、他社・他国に委ねる

領域（オープン）と自社・自国が担うコア領域（クローズ）

との境界設計を起点にしたオープン＆クローズの戦略思

想が必須となる。そして、それぞれの国が得意とする技

１ ソフトウェアが先導する第三次産業革命

第三次産業革命とは、ソフトウェアがプロダクトイノ

ベーションを主導し、ソフトウェアが社会システムイノ

ベーションを先導する時代の到来をいう。

約 200 年前の 18世紀後半にイギリスで起きた第一次

産業革命は、人類が数千年にわたって蓄積した “ 経験則

の産業化 ” であった。その代表的な事例が蒸気機関と量

産工場である。

第二次産業革命は、100 年前の 19 世紀末にドイツで

始まった。その最大の特徴は、科学者が発見した自然法

則の組み合わせから生まれるイノベーションの連鎖が、

電機産業や化学産業など、人類が経験し得なかった巨大

産業をこの世にもたらした点にある。この意味で第二次

産業革命は “自然法則の産業化 ”といってもよい。

本稿が焦点を当てる第三次産業革命は、製品やシステ

ムの設計にソフトウェアが深く広く介在する 1980 年代

にアメリカで始まり、1990 年代にはグローバル市場の

隅々までその影響が及ぶようになった。ソフトウェアは、

プログラミング言語、すなわち人間が作りだした人工的

な論理体系によって開発される。この意味で第三の産業

革命を、“論理体系の産業化 ”と定義することができる。

ソフトウェアを動かすエンジンがマイクロプロセッ

サーである。その性能は 1970 年代にせいぜい 10 倍し

か進化しなかったが、1980 年代の 30倍を経て 1990 年

代には更にその 100 倍となった。マイクロプロセッサー

が生まれた 1971 年から３万倍も向上するこの技術革新

が、ソフトウェア先導の第三次産業革命をこの世にもた

らしたのである。

２ ソフトウェアが加速するイノベーション

我々は神が作った自然法則を勝手に変えることはでき

ソフトウェアが主役になる
時代の登場
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想でビジネスモデルを繰り出し、部品や材料の競争ルー

ルを決めてしまう。

例えば 300 万点にも及ぶ巨大な技術体系で構成される

航空機では、CADソフトウェアを使って航空機を技術モ

ジュールの組み合わせに分解し、一つひとつのモジュー

ルを更に細かな単品モジュールに分解する。その中の一

部として、例えば炭素繊維とそれを使った翼や胴体を日

本企業に製造委託して調達する。

ここですべての技術体系と細部仕様を知っているの

は、CADソフトを駆使して技術モジュールへ分解した航

空機メーカだけであり、結果的に市場をコントロールす

る力がすべて航空機メーカに集まる。欧米の航空機メー

カは、部品や材料の競争ルールを自社優位に決め、世界

中の技術と知恵が自社へ集める仕組みを作った。これを

可能にしたのがソフトウェアの力である。

ヨーロッパの自動車部品メーカは、エンジンを制御す

る ECU（Electronic Control Unit）にパソコン産業のイン

テルと同じビジネスモデルを応用しながら、中国やイン

ドの自動車産業に君臨する。ECUシステムを支える組込

みソフトがこれを可能にした。

これまで擦り合わせの極致と言われ、特定の自動車で

しか実現できなかった自動車の乗り心地や高い加速性能

も、組込みソフトを工夫することによって多くの車種へ

適用できるようになった。更には、スマートフォン市場

を支配するアンドロイドＯＳと同じ市場コントロールの

術領域を持ち寄る比較優位の企業間国際分業とも言うべ

き、ビジネス・エコシステム型の産業構造がグローバル

市場に出現する。

ここからエコシステムの一翼担う新興国に雇用が生ま

れて経済成長が始まり、ビジネスチャンスを掴んだ企業

が次々に生まれて新興国経済が成長軌道に載る※1。新興

国企業の興隆が、製品やシステムだけでなくグローバル

市場の産業構造と競争ルールをも変える※2。ソフトウェ

アが創り出す第三次産業革命が人類社会の経済と政治を

大きく変え始めたのである。

３ ソフトウェアから見た日本企業の競争力

図１は、日本の製造業のグローバル市場における位置

付けを示す。左上の産業領域は、パソコンやネットワー

クなど、いわゆる第三次産業革命を象徴するソフトウェ

アリッチ型の産業領域である。残念ながらこの巨大市場

で日本企業の存在感が非常に薄い。

一方、右下の産業領域は、素材や精密部品など、いわ

ゆる 100 年前の第二次産業革命で起きた自然法則の産業

化を象徴する領域であり、日本のモノづくりがグローバ

ル市場で圧倒的な競争優位を持つ。

日本企業が圧倒的に強い材料や精密部品それ自身に

は、ソフトウェアが介在しない。しかしながら部品や材

料を使う完成品側がソフトウェアリッチ型へ転換する。

ここから、完成品メーカがオープン＆クローズの戦略思

図１　日本企業はソフトウェアリッチな領域で勝てない

＜凡例＞
数字：（日本企業の世界シェア、日本企業の売上額）
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仕組みが、自動車のパワートレイン系でも見え隠れする。

類似のことがロボットや３次元プリンター、センサ産

業を含む多くの領域へ急速に浸透しており、日本企業が

強かったはずの産業領域で競争ルールが大きく変わる。

例えば、日本が誇る超高精細で低消費電力の小型液晶パ

ネルであっても、これを動かす独自のドライバーソフ

トを持たなければその価値を維持することができない。

10 年後に１兆個の巨大市場となるセンサ産業であって

も、ソフトウェアを駆使するビジネスモデルを上位レイ

ヤーで持たなければ、日本企業の優位性を保つことがで

きない。

これまで日本企業は、設計技術者や熟練の工場オペ

レータによる摺り合わせ型のモノづくりで外国企業を差

別化してきた。確かにこれは、組み合わせ結合に摺り合

わせノウハウを必要とするハードウェアリッチな産業領

域（自然法則の産業化）でなら、圧倒的な競争力を持っ

た。しかしながら、組み合わせ結合が容易なソフトウェ

アリッチな産業では、モノづくりにソフトウェアを取り

込むこと無くしてグローバル市場の競争力を維持できな

くない。

４ モノづくりから“つながる”仕組み作
りへ

先に述べたことは、1980 年代から 1990 年代に顕在

化した産業構造の転換であった。その 20 年後の 2010

年代から大規模に出現したのが、“ つながり ” によって

生まれる新たな産業構造転換である。

ここでは、巨大なソフトウェア体系の組み合わせとし

てのクラウドが、個々の技術や個々の製品ではなく、全

く異なる巨大産業を組み合わせながら新たな価値を生み

出そうとしている。ソフトウェアを駆使したビッグデー

タも、異なる産業のつながりが生み出す新たな価値創造

と位置付けられる。

大規模なつながりが次々におきるのであれば、これま

でそれ自身が全体だったはずの自動車やロボットも、単

なる部品や端末に過ぎなくなる。ここから価値形成のメ

カニズムが変わり、競争ルールが変わる。しかしながら、

これまで自動車やロボット産業を支えた日本型のモノづ

くりに、クラウドを介した “ つながり ” を主導する動き

が少ない。

日本の成長戦略として 2014 年の６月に取り上げられ

た健康・医療、農業、ロボットなどの分野は、いずれも

部分としての姿が強調されている。これらの製品産業が

今後も従来型のモノづくりに終始するのであれば、つな

がることによって生まれる大きな全体の中で、単なる部

分へ追い込まれてしまう。つながることで生まれる新た

な価値創造で主導権をとれず、多くの付加価値を日本以

外の企業が握ることになるのである。

この意味で、日本企業にはモノづくり中心の製造業か

ら、“ つながり ” の仕組み作りを中心にした製造業への

転換が求められているのである。現状のままなら、日本

の成長戦略で取り上げられた製品産業であっても、これ

が日本企業の競争力や日本の雇用と経済に貢献するのは

限定的となる。

日本企業がソフトウェアを駆使した仕組み作りができ

ないのは、ソフトウェア人材とソフトウェア技術の蓄

積が決定的に不足しているためである。最近の調査によ

れば、2018 年にアメリカの理工系大学を卒業する学生

の 70% 以上が、ソフトウェアエンジニアリングやコン

ピュータネットワーク、コンピュータ管理、データベー

スなど、ソフトウェア先導型の産業領域へ就職し、従来

型の技術領域はわずか 16% に過ぎないという。しかし

ながら日本では、2025 年になっても現状とあまり変わ

らないのではないか。

欧州連合の国家プロジェクトであるフレームワークプ

ログラム（FP-7）では、組込みソフトウェアの基礎研究

に７年間で 27億ユーロ（約 3,700 億円、年間約 400 億

円）が投入された。アメリカや中国も同等以上の資金が

使われているという。しかしながら日本の国家プロジェ

クトでソフトウェア研究に使われる研究費は、その十分

の一を遥かに下回る。

日本はまだ第三次産業革命へ移行できていないのであ

り、第三次産業革命が創る新たな製造業への転換が決

定的に遅れている。我々はまず、小学校の教育で読み書

きそろばんと同じようにソフトウェア・プログラミング

を教えるべきである。IPA/SEC にはこれまでの 10 倍以

上の恒常的な予算を付け、産業競争力を強化するソフト

ウェア基盤技術の開発に注力すべきである。そして、ソ

フトウェアを駆使し、グローバル市場の産業構造や競

争ルールを自らの手で作りだす軍師型のソフトウェア・

アーキテクトを育成しなければならない。こんな日が一

日も早く訪れることを願って本稿を終える。
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全な道路交通システムの実現に貢献することに加えて、

渋滞を減少させることで、道路交通の効率化や省エネル

ギー化にも貢献する。

ここでは、社会インフラとなる大規模な統合システ

ムが構築されていく流れの中で、組込みシステム技術

が果たすべき役割と、取り組むべき技術課題について

述べる。

２ 高度なサービスの創出

統合システムにより高度なサービスを創出するために

重要な２つのキーワードが、コネクティビティとビッグ

データである。

コネクティビティは、統合システムを成り立たせる大

前提である。数多くの小規模な組込みシステムを安価に

（また、小さい電力消費で）ネットワーク接続するため

には、これまでとは違った種類のネットワーク技術（例

えば、Wi-SUN のような）が必要である。また、あらゆ

る「モノ」を接続してサービスを提供するためには、プ

ロトコルの標準化（例えば、ECHONET Lite のような）

も重要な課題である。これらの課題は、徐々に解決され

ていくと思われる一方で、コネクティビティが確保され

ることにより、組込みシステムもサイバーセキュリティ

の問題から無縁ではいられなくなる。

ビッグデータに関しては、組込みシステムは、その入

１ はじめに

情報化社会という言葉が表す通り、過去 10年の間に、

我々の社会生活は、情報技術（IT）に依存したものとなっ

てきた。情報化社会は、社会の利便性や効率化に大きく

貢献した一方で、サイバーセキュリティの問題など、過

去にはなかった課題をもたらしている。

これからの 10 年は、IT に加えて、組込みシステム

技術（Embedded Technology;ET）への依存が加速する

ものと思われる。M2M（Machine to Machine）や IoT

（Internet of Things）という用語が注目されている通り、

組込みコンピュータに制御された「機械」や「モノ」が、

ネットワークを経由してクラウドに接続される。クラウ

ド（情報システム）は、組込みシステムを通じて物理的

な世界とつながることで、より高度なサービスを提供す

るようになるだろう。ここでは、クラウドと組込みシス

テムがつながったシステムを、統合システムと呼ぶこと

にする。

統合システムが提供するサービスは、社会の利便性・

快適性の向上や効率化に加えて、サステナビリティや安

全・安心にも貢献する。例えば、スマートグリッドは、

電力供給の安定化により安全・安心に貢献することに加

えて、再生エネルギーの活用や省エネルギー化により、

サステナビリティにも貢献する。また、ITS は、より安

組込みシステムのこれから

これからの組込みシステムは，ネットワークを経由してクラウドと接続され，全体としてより高度なサービスを提

供するようになるだろう。そのときの課題として，ディペンダビリティの確保と機能配置の最適化を挙げることが

できる。本稿では，それらの課題について紹介し，取り組む必要のある技術について述べる。
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エネルギー効率が変わらないと、2020 年代にはルータ

の消費電力が全発電電力を超えるという結果が得られて

いる [1]。

以上のような理由により、すべての処理をクラウド

で行うようにはならないと考えられる。上記の観点か

らは、むしろ、組込みシステムで処理した方が利点が

大きいわけだが、一方で、ビッグデータを使用する処

理の場合、組込みシステムに大規模データを置いてお

くことは難しい。この問題に対しては、生のビッグデー

タはクラウドで処理し、ビッグデータに処理を加えた結

果（大きくないデータ）のみを組込みシステムに持たせ

るアプローチが考えられる。いずれにしても、クラウド

と組込みシステムの間で、最適な機能配置を行うことが

重要である。

この最適機能配置を実現するための技術として、2つ

のアプローチがある。１つは、統合システム設計の早い

段階で、システムをモデル化して評価を行い、最適な機

能配置を決定する方法である。もう１つのアプローチは、

機能配置を柔軟に変更できるようなプラットフォームを

用い、機能配置の決定を、設計のできる限り遅い段階で

行う方法である。例えば、車載制御システム向けのソフ

トウェアプラットフォームの標準である AUTOSAR[2] で

は、車載コンピュータ（ECU）の間での機能配置を柔軟

に行えるような仕組みが導入されている。ただし、クラ

ウドとの間の機能配置最適化までは想定されておらず、

今後の課題である。

４ ディペンダビリティの確保

大規模な統合システム全体を、高い信頼性で構築す

るのは極めて難しい（できたとしても、膨大なコスト

がかかる）。とくに、複数のベンダによるシステム／サー

ビスが接続された場合、サービス全体で責任を持つ者が

いなくなる可能性もあり、高い信頼性を期待することが

できなくなる。また、前に述べたように、高い信頼性や

リアルタイム性を、ネットワークを超えて保証するのは

難しい。

口と出口の役割を果たす。ビッグデータの生成源の多く

は組込みシステムであるし、その処理結果は、組込みシ

ステムを通じて物理的な世界にフィードバックされるこ

ともある。ビッグデータの処理自身は、大きいメモリ容

量と処理能力が必要であることからクラウド上で行うこ

とになる。

３ クラウドと機能配置の最適化

すべてのコンピュータがネットワークで接続される

と、計算処理はどこで行ってもよくなる。つまり、ネッ

トワークによる機能再配置が起こる。例えば、カーナビ

ゲーションシステムを例に取ると、従来はナビゲーショ

ンユニット内のハードディスクなどに地図を格納し、そ

のユニットのプロセッサで経路の探索を行っていたが、

こういった処理は、サーバー（クラウド側）で行う方が

メリットが大きいため、今後は、サーバーで行うケース

が増えていくだろう。

一方で、すべての処理をクラウドで行って、組込みシ

ステムは単なる入出力装置（端末装置）になるかと言う

と、幾つかの理由により、そのようにはならないと考え

られる。

１つの理由は、ディペンダビリティとリアルタイム性

の確保である。ネットワークの信頼性や速度が上がって

いるとは言え、100% の保証は難しく、高いディペンダ

ビリティが求められるサービスの処理を完全にサーバー

に委ねるのは、今後も容易ではないと思われる。これに

ついては、次の節で詳しく議論する。

２つめの理由は、消費エネルギーである。一般に、高

性能なコンピュータ（サーバー）は、低性能なコンピュー

タ（組込みシステムの多く）と比べて、エネルギー効率

が悪い。ポラックの法則を準用すると、性能が n倍のプ

ロセッサのエネルギー効率は、おおよそ n分の１という

ことになる。実際、クラウドサービスのためのデータセ

ンターは、膨大な電力を消費している。また、情報を運

ぶためにもエネルギーは必要である。ある試算によると、

このままインターネットの通信量が増え、かつルータの
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そこで、例えば人命がかかっているなど、高い安全性

が求められるサービスにおいては、安全性にかかわる部

分は組込みシステム単独で担保する（言い換えると、ク

ラウドやネットワークが誤動作／動作停止しても、安全

性にかかわる事態にならないようにする）のが、有力な

アプローチである。そのため、電子システムの安全性を

確保するための機能安全の技術は、今後も、組込みシス

テムの最重要技術である。

とは言え、このアプローチだけでは、実現可能なサー

ビスが限定される。例えば、車車間通信により車の現在

位置を通知することで、車同士の衝突を防止するサービ

スを考える。この場合、他車からのメッセージにより衝

突が予想されると、車にブレーキをかけて停止させたい

が、他車からの間違ったメッセージを信じてブレーキを

かけると、むしろ危険である（後ろの車に追突される可

能性がある）。そのため、上記のアプローチ（ネットワー

クに依存せずに安全性を確保する）を厳密に守ると、こ

のようなサービスは提供できない。更に、この例にも当

てはまるが、他社が開発したシステムからのメッセージ

を信じてよいかという問題も含んでいる。

そこで、クラウドやネットワークの誤動作によって安

全性が脅かされる場合には（あくまで誤動作（integrity

を失った状態）であって、クラウドやネットワークが動

作しないこと（availability を失った状態）で安全性が脅

かされる場合は更に難度が高い）、通信相手の認証によ

り、ディペンダビリティを確保するアプローチがある。

具体的には、通信相手が他社が開発したシステムである

場合には、まず、通信相手となるシステムが定められた

ディペンダビリティ基準を満たして開発されているかの

認証を受けた上で、通信している相手が確かにその認証

を受けたシステムであることを認証するという、2つの

認証を行う。後者の認証については、公開鍵基盤（Public 

Key Infrastructure; PKI）を用いることができる。

前者の認証については、車車間通信を対象に、通信

相手となるシステムが満たすべきセキュリティ基準を

レベル分けして定めた信用保証レベル（TrustAssurance 

Level; TAL）という考え方が提案されている [3]。今後、

異なる会社が開発したシステムを接続する必要がある他

のアプリケーション領域に対しても、同様の考え方が導

入されていくものと思われる。

５ 今後に向けて ～アーキテクチャ重視の
必要性～

以上で述べたように、これからの 10 年、組込みシス

テムがクラウドにつながっていく過程で、ディペンダビ

リティの確保や機能配置の最適化といった課題に取り組

んでいくことが必要である。

複雑化するシステムを設計する中で、このような課題

に取り組む際には、システムのアーキテクチャ（または、

設計コンセプト）を整理して取り組むことが不可欠であ

る。我が国のシステム開発は、開発現場からのボトムアッ

プ型の開発で強みを発揮してきたが、複雑化するシステ

ムを効率的に開発するためには、アーキテクチャから考

え始めるトップダウン型の考え方を取り入れることが不

可欠である。例えば、ディペンダビリティの確保に関し

ても、システムのどの部分にどの責任を負わせるかを体

系的に設計しないと、対策の漏れや、逆に重複対策が避

けられない。

そのためには、プロジェクトマネージャとアーキテク

トを分離し、アーキテクトに権限を与える（IT の分野で

は最近増えていると聞くが、組込みシステムの分野では

例を聞かない）など、開発体制からの見直しが不可欠で

あると考えている。

【参考文献】

[1] http://www.aist-victories.org/jp/about/outline.html
[2] http://www.autosar.org/
[3] A. Kiening, D. Angermeier, et. al.: Trust assurance levels of cybercars in v2x 
communication, Proc. of the 2013 ACM workshop on Security, privacy & 
dependability for cyber vehicles, pp. 49-60, 2013.
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クがプロセッサ並みに高速になればコンピュータはネッ

トワークに拡散すると予言し、2006 年の Google CEO

としての発言がクラウドの語源となった。2013 年のパ

ブリッククラウド市場規模は 457 億ドルに達しており、

今後2018年まで年平均成長率23%で成長していくと言

われている [3]。

ただ、一方でアプリケーション開発の現状をみると

あまり変化はしていないのではないだろうか。図 1に

示すように、EA（Enterprise Architecture）というコン

１ はじめに

この 10年間で ICT の変化には目覚ましいものがある。

2007 年に Apple が iPhone を発売後スマートフォンの普

及は急激に広がり 2011 年には PC の出荷台数を超えた

[1]。2006 年に Facebook、Twitter が一般に利用がスター

トし、現時点では 30 歳以下の層ではソーシャルネット

ワークによるコミュニケーションがメールを上回ってい

る [2]。1993 年にエリックシュミット氏が、ネットワー

アプリケーション中心の
アーキテクチャの創出を

この 10 年間 ICT の技術革新には目覚ましいものがあるが、アプリケーションの世界ではあまり大きな変化がない。
ICT 基盤の進歩に追従するための維持コストが増大し、ビジネスに直結するアプリケーションへの投資が抑えられ
ている。現状を打破するには、アプリケーション中心のアーキテクチャと ICT 基盤の構築が必要である。

図１　ICT関連技術とサービスの歴史
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なっている。

このような状況の背景には以下の三つの課題が挙げ

られる。

（１）ボトムアップ思考、個別最適主義

企業組織がボトムアップ型となっている中で、システ

ム構築も個別最適を前提にユーザ部門ごとのサブシステ

ムとして構築してきた。とくにデータベースについての

共有化が遅れ、コード体系すら個別になっている場合も

ある。

（２）労働集約型によるノウハウの非連続性

ソフトウェア工学においては新しい技術、手法が生ま

れてきているにもかかわらず、実際の現場においては従

来型のシステムが長年存在し、これらを維持する中で設

計書とプログラムの乖離が生じ属人的な知識に基づく

開発が続いてきた。

（３）エンドユーザ側における高度な ICT技術者の不足

これまで、システムには ICT の専門知識が必要という

理由で、ベンダ側でブラックボックス化を推進してきた。

一方、ユーザ側では要件を決めた後はベンダ責任という

ことで、ベンダ任せとなっていたことも否めない。米国

の現状をみると国内約300万人のSEの内、約2/3がユー

ザ企業に属しているが、日本の場合は 130 万人の内、ユー

ザ企業に属するのは約 1/5 程度でしかない [6]。このよ

うな状況がユーザ側において ICT を活用したプロセス改

善やビジネス創出への取り組みが遅れている原因の一つ

であると思われる。

３ ICT の進歩と情報社会

過去及び現状については、前章までに述べたが、ここ

で、将来に向けた、トレンドについて簡単にみてみよ

う。NTT データでは毎年１月に “NTT DATA Technology 

Foresight” を発表している。これは、政治、経済、社会、

技術の変化を事実に基づき調査・分析することで 56 の

重要課題と 218 の革新技術を抽出し、これらに基づいて

情報社会のトレンドと ICT 技術のトレンドを導き出した

ものだ。2014 年版では情報社会トレンドとして以下の

四つの方向性を示唆している。

（1）個の影響力拡大が社会の変革を促進する 

セプトが広がり始めたのが 1990 年代、SOA（Service 

Oriented Architecture）という概念が出始めたのが

2000 年代、また SOAを実現するための ESB（Enterprise 

Service Bus）の概念が現れた。しかし、現在でもこの

ようなアーキテクチャを備えた美しいシステムはあまり

存在していないのではないだろうか。企業の中に何百も

のサーバが存在し、これらをクラウド化する提案を各ベ

ンダが競っている現状は、いまだに EA が普及あるいは

実現できていないことの現れではないか。また、様々な

形で情報が展開され、セキュリティに関する大きな問題

がでているのも、セキュリティ対策そのものの課題があ

る一方、企業ベースでのデータ種別の管理が適切にでき

ていないことがコスト増の原因ともなっている。過去に

DOA（Data Oriented Architecture）と呼ばれていたアー

キテクチャの理想形とはかなり距離があるのではないだ

ろうか。このように ICT の要素技術の進歩に対し、これ

らを有効に活用する利用技術、あるいは、アプリケーショ

ンレベルでの実装技術はあまり進歩していない、あるい

は変化できていないのではないかと考える。

２ 日本の IT 投資の課題

一方、日本国内の IT サービス市場の伸びは 2008 年の

リーマンショック以降の投資抑制から抜け出しつつある

が、今後向こう数年間は１％強程度しか伸びないと予測

されている [4]。世界的には４％程度、アメリカ国内で

は 5％程度の伸びが期待されているにもかかわらず、で

ある。これは日本国内では IT 投資がコストになってい

ることが原因の一つであると考えられる。バックオフィ

ス系に投資が集中し、しかも EA といったアーキテク

チャが構築できていない状況では、維持管理コストは増

大するばかりである。2013 年における日本の IT 投資は

72％がアプリケーション（パッケージ／開発）及びイン

フラ（ハードウェア／ OS など）運用・保守に使われ、

アプリケーション及びインフラの新規・追加には 28％

しか投資されていない [5]。更には、これらのレガシー

システムの維持管理を十数年にわたりベンダが請負型で

行ってきたことにより、ユーザ自身が業務を熟知してい

ない状況を生じさせている。このような中、更改時期を

迎え、いかに新システムに移行させるかが大きな課題と
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（2）オープンな共創や連携が加速する

（3）価値の源泉は無形資産の活用へシフトする

（4）持続性の確保と変化への迅速な対応が求められる

また、これらの情報社会トレンドの実現に大きな影響

を与える技術進化の方向性として 10 の技術トレンドを

導き出した。一部を紹介すると、人間の行動や状況に合

わせデジタル機器が自動的に動作する「人間能力の自然

な拡張」、コンピュータが人間の知的活動を一部代行す

る「人工知能による知的処理」などヒューマンインター

フェースの高度化がある。また、ソフトウェアの制御に

より全体最適化を実現する「環境適応型 IT システム」、

クラウド側の処理負荷をクライアント側に移行させる

「次世代Web アーキテクチャ」、高速開発や反復開発に

よって市場の急速な変化に対応する「ラピッドデザイン

技術」といったシステム構築技術の高度化もある。詳細

はNTT データのホームページを見ていただきたい [7]。

４ 課題解決に向けた技術トレンドの活用
と人材育成

前章で述べたように今後の情報社会トレンドのポイン

トの一つとして「オープンな連携」が挙げられる。利用

者やサプライヤが開発段階から参加し、短期間で構築し

たものを市場の中でブラッシュアップしていくことで、

顧客ニーズにマッチした新製品、新サービスを生み出

すことが可能となる。このような「オープンな連携」を

ICT によって実現することこそ、第２章で述べた、日本

の ICT 業界の課題を解決する方向性の一つだと考える。

すなわち、ユーザとベンダがこれまでのような発注者と

受注者という関係を解消し、協同者として開発を行って

いくことにより ICT 投資をコストではなくビジネスに直

接貢献するものとできるのではないだろうか。

このような共創型の開発を促進する技術トレンドとし

て、アプリケーションを主眼に置いた「環境適応型 IT

システム」や製造フェーズを期間短縮し市場の中で試行

や製品評価を可能とする「ラピッドデザイン」といった

技術が有効だ。これらを活用し、図 2のような、サー

ビスレベルでの連携を実現するアプリケーションアーキ

テクチャとこれを支える ICT 基盤構築が急務である。更

に、第２章で述べたように、既に個別最適で作られたレ

ガシーなシステムが多く存在する現状も踏まえると、こ

れらのレガシーなシステムに蓄積されたノウハウを有効

に活用する技術も重要となる。

図２　アプリケーションアーキテクチャと連携基盤
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このような観点から今後に向けては以下のような技術

が重要であると考える。

（１）アプリケーションレベルのオープンアーキテクチャ

個々のアプリケーションを独立性の高いコンポーネン

トとし、その上でコンポーネント間の連携を促進する

オープンなアーキテクチャが必要となる。また、その中

でレガシーシステムを有効活用することも考慮する必要

がある。

（２） アプリケーションに優しい IT 基盤

アプリケーションアーキテクチャはビジネス分野に

よって異なるものとなる。すなわち、金融、流通、製造

などの業界ごと、あるいは更に分割された分野ごとに異

なってくる。これらの異なるアプリケーションアーキテ

クチャを実装するために、アプリケーションに優しい IT

基盤が必要となる。クラウドなど共用型インフラもこれ

までのように単に仮想型共通基盤というだけでなくアプ

リケーションドリブンな形で構築することで更に有効と

なる。

（３）レガシーアプリケーションの見える化技術

レガシーアプリケーションとの連携が可能なアーキテ

クチャと IT 基盤に加え、レガシーアプリケーションの

中に蓄積されているノウハウの見える化、あるいは、こ

れらを継続利用する技術が必要となる。

（４）ユーザとベンダが共創していく開発手法

アジャイルのように仕様決定、設計、製造において、

ユーザも参加してアイディアを創出し、ベンダが実現す

る技術提供を行うといった共創を促進する開発手法が重

要となる。また、ウォータフォール型開発においても設

計段階の作業にユーザとベンダが集中できるよう、設計

言語と自動化技術の更なる高度化も重要である。

上記のようなことを実現していくためには以下の施策

も必要と考える。

（１）日本発のアプリケーションアーキテクチャの創出

前述してきたようにアプリケーションを中心とした

アーキテクチャの創出はパッケージを中心とした ICT 要

素技術主導の中では生まれてこない。日本のようにアプ

リケーションを中心とした文化の中でこそ生まれてくる

ものと思われる。産学官連携して日本発アプリケーショ

ンアーキテクチャの創出に取り組むべきである。

（２）人材育成

産学連携したプロジェクトマネジメント、アプリケー

ションアーキテクトの育成が必要である。また、CIO 育

成のための経営層における ICT 知識や事例を共有化して

いくことも必要である。

（３）要員流動の促進

情報処理従事者の流動性の確保、とくにベンダユー

ザ間での流動を促進する必要がある。その結果として、

ユーザ側における高度な ICT 技術者を増やしていく必要

がある。

（４）契約形態の見直し

従来のような受発注の請負形態から、ユーザとベンダ

が共創できるような役割分担と契約形態への見直しが必

要となる。

５ 終わりに

これまで、欧米主導の ICT 要素技術の進展から、高度

な基盤技術の進展が進められてきた。このため、アプリ

ケーションの世界では ICT 基盤が主導となったパッケー

ジ化やサービス型の流れが主流となっている。一方、こ

れからの情報社会トレンドでは、個の影響が拡大し、一

人ひとりのニーズに合ったサービスが求められてくる。

そのためには、アプリケーションを中心としたアプリ

ケーションドリブンな技術革新を更に推し進めていくこ

とが重要であり、これは日本の固有技術として世界に発

信できるものと確信している。新たなアプリケーション

セントリックな ICT 技術が期待されている。
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安全・安心

ての安全性のみを考えれば良かった。ところが現在で

は、当初つながることを想定していなかったシステムが

ネットワークを経由して論理的にも物理的にもつながる

ようになってきた。こういったものを扱う考え方とし

て System of Systems（以降、SoS）という概念がある。

米国の政府系コンサルティング会社である Aerospace 

Corporation の 副 社 長 で あ っ た M.W.Maier 博 士 が

1998 年 に INCOSE（International Council on Systems 

Engineering）のジャーナルで発表した「Architecting 

principles for systems-of-systems」 に よると、System 

of Systems（システムオブシステムズ）とは、その構成

要素のそれぞれが独立したシステムとして扱えることが

でき、運用の独立性と管理の独立性があることと言って

いる。運用の独立性とは、それぞれが独立して利用され

ることを意味し、管理の独立性はとはそれぞれが別の組

織によってそのライフサイクルが決められていることを

意味している。実際に、自動車が家庭用の電力網に接続

する例などは正に典型的な SoS であると言える。今後、

IOT（Internet Of Things）が進むと、ますます SoS が身

近に増えていくと考えられる。では、こういった SoS 全

体の安全性はどのように実現すれば良いのか。未だ確定

した方法は存在していない。最新の事例では、全体のアー

キテクチャを高い抽象度で設計し、安全性にかかわる機

能配分とインターフェースのみを規定して対応しようと

している。しかし、このアプローチでは決して安全性を

１ はじめに

日本は大変信頼性の高い製品を作り出し、高品質なも

のづくりで一躍世界的な工業国となった。そして、日本

のものづくりの精神は、昔から変わらず今も引き継がれ

ていると考えられる。一方で、世の中はものすごい早さ

で変化を遂げてきた。まず最初に変化したのが、製品の

ソフトウェア化である。高度にソフトウェア化された製

品では、たとえ高い信頼性を持っていても、決して安全

ではないことをMIT の Nancy Leveson 教授がその著書

「Safeware」で広く世に知らせた。その本では、ハードウェ

アの偶発故障という予見可能性の高い故障モードに基づ

く安全性解析では対応できない、ソフトウェアのシステ

ム故障という予見可能性の低いものに対応せざるを得な

い難しさを指摘している。

では、これからのシステムの安全性はどうなるのであ

ろうか。ここでは紙面制約の関係から既にその傾向が現

れ始めている三つの可能性を述べてみたい。三つとは、

対象範囲の拡大と複雑化、ライフサイクルのカバー範囲

の拡大、より複雑な設計の必要性である。また最後には、

どのような人がこういったことに対応可能なのか。人材

育成の観点から述べてみたい。

２ 対象範囲の拡大と複雑化

これまでは単一のプロダクトあるいはシステムについ

これからのシステムの
安全・安心
～世界のシステム開発方法論のトレンド
　から思うこと～
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安全・安心

多い。これは、何が安全でない状態で、それがなぜ発生

する可能性があり、その可能性すべてがきちんと対応さ

れているということが説明できないからである。現在の

システム開発では、一つの分野・会社でやめることなく

業務を続ける日本人のような場合、経験的に安全設計を

実施することが可能である。しかし、今後、SoS のように、

全く異なるシステムがつながるようになると、必ずしも

これまでの経験だけで対応可能であることが保証できな

くなってくる。このような場合の対処としても、トップ

ダウンでのリクス駆動の安全設計の考え方を入れざるを

得なくなってくる。またそれを明示的に説明するための

手法も重要となると考えられる。

４ より複雑な設計の必要性

上記のように物理的に、かつ時間的に俯瞰性を高めて

いっても、それだけでは実際にシステムを実現できなく

なってくると考えられる。それは、人の認識できる範囲

を超えた対応が必要となる場合が多くなると考えられる

からだ。例えば、自動車ひとつをとってみても、急激な

複雑さの増加のため、故障時の対応について、ドライバー

が対応できないものが増えてきている。更に、自動化

が進むに従って、機能のクリティカルさが増大し、瞬時

に対応することが求められるようになっているからであ

る。このようなことに対応する方策として、宇宙開発の

分野では古くから利用されている FDIR（Fault Detection, 

Isolation and Recovery）という考え方がある。これは、

宇宙システムが、オペレータが常に見ていられない（む

しろ、見えてる時間のほうが短い）状態で、何か故障が

発生しても宇宙システムが使えなくならないようにする

ために、自動で故障を検知し、それを分離し、そして再

構成をするための設計の考え方である。これには、新し

い技術が必要というわけではなく、新しい設計の考え方

が必要となると思ったほうが良い。実際に、自動車OEM

の数社が既にこの考え方を宇宙開発分野から学び、活用

を始めている。今後は、３節で説明したことに対応する

ために、ますます広い分野で FDIR の考え方が使われる

と考えられる。

確実に保証してくれるものではない。今後、より確実な

方法論が必要となるはずである。また、安心の観点では

異なったアプローチが必要となると考えられる。つまり、

安全を 100％保証できないという前提に立ち、安全を

保証できる範囲では積極的に安心感をあたえるだけでな

く、安全を保証できる範囲を逸脱する場合には積極的に

安心感をなくすことも必要であると考えられる。どのよ

うにすれば人は安心し、どのようにすれば人は安心しな

いのかを明確にし、積極的に活用しなければならない時

代がきていると思われる。

３ ライフサイクルのカバー範囲の拡大

２節では、対象の物理的な広がりについて述べた。こ

こでは、対象の時間的な広がりについて述べる。この時

間的な広がりには２つの意味がある。一つは安全性を考

慮しなければならない範囲が時間的に広がっているとい

うことである。もう一つは、かなり早いフェーズで安全

性を考慮しなければ、安全性を担保することも、安全性

を説明して安心感を得てもらうことも難しくなってきて

いるということである。

具体的には、単に利用しているフェーズというだけで

はなく、利用中に使用環境やビジネス環境がかわったり、

それにより当初想定していなかったものがつながるよう

になるなど、これまでは考えていなかったような単に「利

用する」といった状況の先まで考える必要がでてきた。

更に、２節で説明したように、全く違う管理のシステム

がつながる SoS では、SoS の全体構造を考えるときに安

全性の考え方をいれておかないと、後から追加すること

ができなくなる。ある単独システムの要求を決める段階

（つまり、一つ上のシステムである SoS レベルシステム

のアーキテクチャ設計段階）において、安全性を埋め込

まなければいけなくなってきた。更に、安全であること

を伝えるためには、トップダウンで安全性を説明できな

ければいけなくなる。日本の多くの製品は、「あれは大

丈夫か？」、「これは大丈夫か？」と聞かれると、ほぼ間

違えなく大丈夫な設計ができている。しかし、「なぜ安

全ですか？」と聞かれると論理的に説明できない場合が
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筆者は、宇宙ステーション補給期の開発において、確

実に安全なシステムを実現するために、この FDIR とい

う考え方を更に進めて、同時二故障の対応も実現した

「階層化 FDIR」という新しい考え方を導入した。これは、

FTA（Fault Tree Analysis）をベースに、故障に対する

レスポンスと、対応可能な故障モードのカバレッジとの

関係に目を付け、高レスポンスと低カバレッジの FDIR

では故障が起きてから、その影響が波及するまでの間に

FDIR で対応することで、ミッションの継続性をめざし、

低レスポンスと高カバレッジの FDIR では、故障が発生

してからの影響は波及しているが、大きなカバレッジを

もった FDIR で確実に安全化を行う考え方を階層的に組

み合わせ、想定可能な故障に対するミッション継続性と、

想定ができない故障に対する安全性の確保を両立するた

めに実施したものである。ただし、このような考え方は、

その十分はシステムリソースを活用して始めて実現され

ているものであるので、低コスト化が求められるシステ

ムにおいては、そのまま適用するのではなく、より工夫

を凝らした実装が必要になることが考えられる。しかし

ながら、このような考え方はこれからの民生品開発にお

いても多用されてくるであろう。

５ 今後必要となる人材

上記のようなことに対応できる人材は、正に筆者が

2014 年の IT 白書に述べたようなシステムズエンジニア

リング人材であると考えられる。そのような人材のとて

も重要な素養として、「色々なことに興味を持つ」こと

や「より深く知りたいと思う」ことがあげられる。２節

で述べた通り、これからのシステムは多様なものが相互

につながるようになってくる。このときに、つながるも

のがどのようなものかを興味をもち、深く知っていくこ

とは、幅広いドメイン知識を得るためにも欠かすことが

できない素養となると考えられる。更に、これらを扱う

ための方法論もますます進化していくと考えられ、それ

らを自ら見つけ、積極的に身につけていくエンジニアが

必要となってくる。また、高い科学的スキルと創造的ス

キルを併せ持つことが必要となってくる。空間的にも時

間的にも広がるシステムを適切に分析し、分解し、扱っ

ていくことは高い科学的なスキルを持たずして行うこと

ができない。また、初期のフェーズにおいて、広大な解

空間から適切なソリューションを考えだすことは、正

に創造的スキルが必要となってくる。これら科学的ス

キルと創造的スキルの両方を併せ持つ人材こそが、こ

れからのシステムの安全・安心を担うことのできる人材

となると考えられる。もちろん、このどちらも後天的に

身につけることが可能であることは重要なポイントであ

る。これまで強く求められてきた科学的スキルに追加し

て、これまではあまり明示的には言われてこなかったが、

実際には設計作業の中で活用してきていた創造的スキル

を積極的に身につけるように意識することで、これらの

２つのスキルを強めていくことができる。それこそが、

これからの若いエンジニアに求められることであると考

える。

６ 最後に

現在のシステム開発方法論の研究トレンドから、これ

からのシステムの安全・安心がどのようになっていくの

か、三つの可能性を述べてみた。また、そういったこと

に対応できる人材とはどういう人なのかについても、そ

の理由と共に簡単に示した。

私は、ドイツで欧州連合の会社で２年間働き、システ

ム開発を通じて長年米国企業とつきあってきた。その個

人的な感想からすると、世界で最も平均的に優秀で、勤

勉なエンジニアは日本のエンジニアであり、適切な環境

で適切な努力さえすれば最も結果をだすことができ、今

後のシステム開発をリードできると心から感じている。

逆に言うと、現在は、環境が適切ではなく、努力も残念

ながら必ずしも適切な方向ではないのではないかと感じ

ている。我々、大学という教育の場におくものは、この

適切な環境を用意することに注力するので、ぜひ興味を

持った方は適切な努力をしていただき、今後の社会を支

えるシステムの開発に従事していただき、よりより社会

を実現していただきたいと切に願っている。
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IT 人材育成

IPA に試験運営が移管されたのは 2004 年のことだから、
IPA としての試験制度、ITSS に関する活動は、これらのと
りまとめ結果がベースであるといってよかろう（図１）。

1.1 「高度 IT 人材の育成をめざして」

当時、IT 人材を巡っては、３つの構造変化が起きている
という状況認識のもとに、報告をまとめた。

① IT が企業価値の中核へ浸透

IT と企業経営・プロセスの融合化、各種製品・サービス
のソフトウェア化、IT 投資の生産性向上の必要性などから、
IT を活かして、ビジネスモデルの組みかえや、業務の生産
性向上、あるいはあらゆるプロダクトの基幹的な部分を組
込みソフトウェアの形で競争力を担う、といったように、
IT が企業の価値そのものになってきている。

② IT 開発・提供の基本構造の変貌

サービス型供給構造の発生、IT システム・ソフトウェア
のオープン・コミュニティ型開発の浸透、ウェブ化、コモディ
ティ化、モジュール化、消費者化、仮想化の進展が、IT 利
活用の供給・利用構造を変えつつある。

③ グローバルでシームレスな IT 供給

シームレスでフラット化したグローバル IT 供給体制の進
展、人材スキルセットと開発手法のグローバルインテグレー
ションによって、IT 供給はグローバルな体制で行われるよ
うになる。
これら状況変化への対応を間違えると、日本の IT 産業競

争力は長期的に低迷する可能性があること、IT 人材につい
ての将来展望、戦略を、５年、10年を見据えた観点から描
く必要がある、と思いまとめた。
日本の IT 人材をより高付加価値の職種にシフトすると共

に、産業競争力維持の観点から世界の IT 人材の有効活用を
戦略に組み込むことが急務である。その中で IT 供給側のみ
ならず、ユーザ側も劇的な変化を受けるであろうという認
識のもと、三つの変化を踏まえて IT の人材育成にかかわる
色々な方向性の見直しを行った。

１ ふりかえり、10年間の変化

各種 IT 関連サービスの提供に必要とされる能力を明確
化・体系化した指標であり、産学における IT サービス・プ
ロフェッショナルの教育・訓練などに有用な「辞書」（共通
枠組）を提供しようとする IT スキル標準（ITSS）V1 が公
表されたのは、2002 年 12 月である。
しばらく改定されなかったが、2006 年４月に ITSS　V2

が公表された。2006 年９月には、産構審情報サービス・ソ
フトウェア小委員会によって、「情報サービス・ソフトウェ
ア産業維新 ～魅力ある情報サービス・ソフトウェア産業の
実現に向けて～」がまとめられた。それらを受けて、人材
育成WG主査として、2007 年７月に「高度 IT 人材の育成
をめざして」を取りまとめた。共通キャリアスキルフレー
ムワーク（CCSF）並びに ITSS に沿った新しい情報処理試験
制度（新試験の実施は 2009 年から）の制定である。

これからの IT人材育成

情報処理技術者試験・制度、人材スキル標準制定などに関与して 40 年近く経過した。SEC Journal 創刊 10 周年のため、

これからの人材育成の観点から、ここ 10 年の人材育成指針の変化、それに基づく IT スキル標準をベースにした共通キャ

リアスキルフレームワーク形成の過程、次世代高度 IT 人材育成への動き、今後の展望、などについてまとめた。

図１　IT スキル標準制定と活用の経緯 (～ 2007 年 )

組織 成果物 プロフェッショナル  
コミュニティ

2001 年 〈夏〉タスクフォー
ス検討開始

2002 年 普
及
の
時
代

〈５月〉IT スキルス
タンダード協議会

〈12 月〉IT スキル標準

2003 年
〈７月〉IT スキル標
準センター設立

〈７月〉IT スキル標準 V1.1
〈７月〉研修ロードマップ（以
下の６職種）（SALES、CONS、
ITA、PM、ITS、APS）

〈12 月〉IT アーキテクト

2004 年 浸
透
の
時
代

〈11 月〉IT プロ
フェッショナル育
成協議会

〈１月〉IT スキル標準概説書
〈８月〉研修ロードマップ（５
職種）
〈８月〉研修ロードマップ（６
職種）改訂
〈10 月〉IT スキル標準ガイド
ブック

〈５月〉プロジェクトマネ
ジメントアプリケーショ
ンスペシャリスト

2005 年
〈10 月〉IT スキル
標準 V2 改訂委員会

〈12 月〉IT スキル標準経営者
向け概説書

〈５月〉コンサルタント IT
スペシャリストオペレー
ション

2006 年
活
用
の
時
代

〈10 月〉IT スキル
標準 V2 改訂委員会

〈４月〉IT スキル標準 V2
〈10 月〉IT スキル標準 V2 2006

〈10 月〉IT サービスマネー
ジメント←オペレーショ
ンを改称

2007 年

〈９月〉IT スキル標
準改訂委員会

〈４月〉IT プロフェッショナル
へのいざない
〈６月〉研修ガイドライン
〈６月〉社内プロフェッショナ
ル認定の手引き

〈９月〉エデュケーション
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1.3 新しい高度 IT 人材像の提言

優れた IT 人材の働く場所は、IT 産業だけではなく金融業、
医療部門、製造業、流通業、官公庁などユーザ側産業であり、
IT によって企業の付加価値を高めていくことが、産業の競
争力を高める。そこで、ユーザ業界も含めた高度 IT 人材の
人材類型を再考した。そこから導き出されたのが、４つの
人材類型（図４）である。

・基本戦略系人材
・ソリューション系人材
・クリエーション系人材
・グローバル系人材

1.2 欲しい人材はいない

実際には、システム構築現場で必要とされている人材（図
２）が十分に供給されておらず、要求度は高いが実態のレ
ベルはかなり悲惨であるという調査結果も出ていた。

図２　システム構築現場で欲しい人材

図３　IT・アプリケーション知識に加えて必要になること

例えば、日経 ITPro「１万人調査で分かった IT エンジニ
アの実像」（2007 年１月）によると、エンジニアの５点満
点の自己採点で、「プロジェクトマネジメント」のスキルレ
ベルは 3.3、「ソフトウェア開発」は 2.4、IT エンジニア全
体では 2.9、という結果が出ていた。エンジニア自らが、不
充分なレベルであることを認めていたのであった。
更に、IT・アプリケーション知識に加えて、ビジネスモ

デル創造力や業務システム構築力といった、多様なスキル
を持つダブル、トリプルスタンダード人材も必須であると
した（図３）が、IT サービス産業側からの供給は甚だ頼り
ないものであった。また、利用者側のリテラシーレベルの
向上も必須で、提供者とユーザ、ともに一定以上のリテラ
シーが必要という結論を出した。

このような人材をいかに育成するか、そのために必要な
施策をいかに工夫するかが、WGの課題であった。ひとつ
は CCSF の形成であり、もう一つはそれに沿った試験制度の
改革であった。

1.4 CCSF と新しい試験制度

2002 年以来 ITSS、組込みスキル標準（ETSS）、あるい
は情報システムユーザスキル標準（UISS）、という３種類の
スキル標準が並立してきた。情報処理技術者試験の 14 試
験区分の中で、それぞれの人材像を想定して試験が行われ
てきた。
人材育成WGでは、各人材についてのフレームワークを、

一つの大きなメタフレームの中で参照できるようにするこ

図４　我が国の高度 IT 人材の育成をめざして～ IT 革命
の進展を支える人材育成の必要性～

要求は高いが、実態はかなり悲惨
「プロジェクトマネジメント」のスキルレベルは3.3、
「ソフトウエア開発」は2.4、
  ITエンジニア全体では2.9

出典：日経 ITpro「１万人調査で分かった IT エンジニアの実像」2007/1
出典： 著者 ( 当時（株）CSKホールディングス取締役） IPA フォーラム 2007講演資料

・エンジニアリング的、サイエンス的発想に基づく(論理的に優れた）
　仕事のできる人材
・特定技術（データベース、ネットワーク、生産技術など）に高いスキルを
　持つ人材
・コミュニケーション能力があってチームワークのできる人材
・技術もわかる、大型チームを取りまとめられるプロジェクトマネジメント
　人材
・システム構築だけでなく、周辺業務も含めて、トータルにサービスを提供
　できる能力、そのためのビジネス企画力を持った人材
・カスタムメードではなくＳａａＳ／ＡＳＰ型企画、推進のできる人材

ダブル、トリプルスタンダード人材の必要性

提供者とユーザにほぼ同一のリテラシーが必要
出典：著者 (当時 ㈱ CSKホールディングス取締役） IPA フォーラム 2007講演資料

・ビジネスモデル（新しい儲け方）を作り出す創造性
・業務モデル構築（ユーザから言われずに自ら考案）
・システム・業務運用・アウトソース技術（ITO、BPO）
・知的資産／特許、契約、関連法律知識 
　　　　例：BPOのためには、対象業務以外に、人事、派遣業、社会保険、 
　　　　不動産、リース・ローン等の知識が必要
・パートナー（協力会社）交渉・活用・検証ノウハウ

・利用者側のリテラシーレベルの向上も必須
　・IT活用に関するリテラシー、戦略立案力
　・一定の技術知識（使いこなせなくとも知っていること）
　・業務の厳密な定義能力
　・コスト/パフォーマンスによっては妥当な満足レベルの商品、サービスの
　　導入決断力

我が国経済とIT産業自体の構造変化

IT革命時代が必要とする高度IT人材の諸類型

出典：産業構造審議会人材育成ワーキンググループ資料 (2007 年 )

● 金融・流通・製造・医療等、あらゆる分野でITが生産性向上や競争力向上の
　 鍵となる。その際、ベンダーとユーザの新しい関係が生まれる。 
　（「ITソリューション革命」）
● 自動車・家電・携帯電話等の生活に密着した製品や金融システム等の大規模
　 情報システムにおいて、汎用化されたソフトウェアのウエイトが高まる。　
　（「ITプラットフォーム革命」）
● ITの利活用において、国際標準化された開発・生産・提供手法が確立され、
　 欧米・中国・インド・東南アジアとの間で、グローバルなIT需給が一般化
　 する。（「ITグローバリゼーション革命」）

● 基本戦略系人材（＝戦略を価値創造）
　  → 経営が直面する諸課題に対するIT活用型の新たな戦略を構築する人材
● ソリューション系人材（＝信頼性、生産性、顧客満足を価値創造） 
　  → 経営戦略のニーズに対応して、汎用化した製品群の最適組み合わせを
　　　実現したり、信頼性・生産性 の高いシステム統合・その安定的運用を
　　　実現する人材 
　  → 個別のアプリを支えるIT基盤をセキュリティ、統制等の観点から高度
　　　化する人材
● クリエーション系人材（＝イノベーションを価値創造）
　  → Web活用の新技術や新たなコンピュータ言語の開発など、社会の夢や
　　　付加価値を創造するための新たなITフロンティアを創造・開拓する人材
　  → 既存の製品分野に組込システム型の新たなITプラットフォームを提供
　　　する人材
● グローバル系人材（＝世界との連携を価値創造）
　  → 世界中のIT人材と協業してグローバルな最適生産体制を構築する人材
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図５　 参照モデルとしての共通キャリアスキルフレーム
ワーク（CCSF）

図 6　新試験の７つの特色

に大変化をもたらし、ユーザの利活用側面にも大きな変革
を与えている。IT のコモディティ化により、IT 関連産業の
成長性や収益性の伸び悩みは大きい。国内 IT 市場の大きな
拡大は望めない状況にあり、かつ、情報サービス産業技術
者の高齢化の実態もあり、「閉塞感」「行き詰まり感」がある。
とは言うものの、IT は IT 関連産業の枠を超え、他産業・

分野との融合によってイノベーションを起こし、新たなサー
ビスを創造する役割を担いつつある。異分野と IT の融合領
域においてイノベーションを創出し、新たな製品やサービ
スを自ら生み出すことができる人材＝「次世代高度 IT 人材」
を育成することが喫緊の課題となっている。

2.2 次世代高度 IT 人材＝ IT 融合人材

2011 年の産構審情報経済分科会で、「スマート社会を切
り拓く融合人材と教育」において、「IT 融合を生み出す人材
の不足」が課題として挙げられ、「従来からの『高度 IT 人材』
自体の位置付けを見直すことが必要」なことが、指摘された。
この課題に対し、IT 融合により時代のニーズを踏まえた

ビジネスをデザインできる次世代の高度 IT 人材について、
人材のプロファイルと人材育成システムの検討、人材像の
具現化を行い能力・スキルの見える化を行うと共に、育成・
評価のフレームワークを見直すことが決定された。
結果、私が委員長として、人材育成WGの活動を再開し、

新たな IT 活用時代における高度 IT 人材の人材像（次世代高
度 IT 人材像）はどのようなもので、その育成はどのように
行われるべきか検討し、2012年９月に、中間報告を作成した。

人材育成WG中間報告「次世代高度IT人材像、情報セキュ
リティ人材、今後の階層別の人材育成」（2012 年９月）

http://www.meti.go.jp/committee/sankoushin/
jouhoukeizai/jinzai/pdf/report_001_00.pdf

報告を受けて、IT コーディネータ協会（ITCA）と IPA が
事務局となり、関係する業界団体、学会、有識者などから
成る、IT 融合人材育成連絡会が設置された。ここでは、次
世代高度 IT 人材を IT 融合人材として定義し、IT 融合人材
と組織の能力向上に関する方向性を明らかにすることにつ
いて検討を行った。

・「IT 融合」とは、IT とビジネス（技術、市場、プロセス）
の融合により顧客や社会に新たな価値を生み出し、改善
から革新的な変革までを含む幅広いイノベーションを創
出することを指している。 

・ 「IT 融合人材」とは、「IT 融合」により価値を創造し、イ
ノベーションを創出する人材である。イノベーションの
創出において、多様な専門性を持った複数の人材が協働
しながら組織として活動することが実現要件となる。

連絡会の活動は、イノベーションを創出するプロセス、
必要となる組織的能力増強を明らかにして、イノベーショ
ンをプロセスとして捉えるという、新しいアプローチを生
み出した（図７）。

とを提言した。これが、CCSF（図５）である。
今後我が国が目指すべき高度 IT 人材を定義し、そのキャ

リアと求められるスキルを示したCCSF を構築し、その下で、
客観的な人材評価メカニズムを構築することになった。試
験も区分を整理すると共に、合否の尺度として CCSF を利用
するように改めた。また、供給者とユーザにほぼ同一のリ
テラシーが必要という観点から、入口試験としての「IT パ
スポート試験」を設立し、受験者の利便性を鑑みて、CBT
（Computer Based Testing）の導入まで図った（図６）。

２ その後の変化

2.1 劇的変化

上記の提言と実施策を講じて既に数年以上が経過した。
果たして効果のほどはどうであったか。結論的に言うと、
想定していた環境の変化は想定以上のものであった。また
要請される人材はますます高度化し、相変わらず育成が追
い付いていない。現在に至っても、2007 年に設定したシス
テム構築現場で必要とされている人材（図２）に対する需
要は、より高まりこそすれ、充足される状況にはない。
当時でも既に SaaS の台頭やクラウド化、モバイル化への

動きはあった。とは言うものの、この数年で、クラウドが
IT 市場内で重要な位置を占め、モバイル環境が当然になり、
情報セキュリティに関する脅威が想定を超えるものとなる、
といった劇的変化は想定以上だ。当然それは IT マーケット

情報処理
技術者試験

共通キャリア･ 
スキルフレームワーク

ITスキル標準
（ITSS）

組込み
スキル標準
（ETSS）

情報システム
ユーザ
スキル標準
（UISS） 順次共通化 レベル区分

レベルの評価方法
用語　等

出典：IPA情報処理技術者試験センター資料 (2007 年 )

1．共通キャリア･スキルフレームワークのレベル判定ツール化
     試験の合否をレベル判定の尺度として利用
2.『ITパスポート』試験を創設
　　広く職業人一般に求められる情報技術に関する基礎的な知識を問う
3. 「情報システム」のベンダ側人材とユーザ側人材の一体化
4. 「組込みシステム」の重要性の高まりに対応
5．受験者の利便性の向上
　　① ITパスポート試験においてCBT（Computer Based Testing） の
　　　 導入を目指す
　　② 高度試験において午前免除制度を拡大
6．高度試験の区分を11から９区分に整理、統合
7．最新の技術動向を反映した出題範囲の抜本的見直し

出典：IPA情報処理技術者試験センター資料 (2007 年 )
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図７　価値創造プロセスの全体概要

IT 融合人材育成連絡会　最終報告書　「IT 融合による価
値創造に向けて　～ IT 融合人材の育成と組織能力の向
上～」（2014 年 5 月）

http://www.itc.or.jp/news/dlfiles/20140325_yuugoo_
report.pdf

３ これから

3.1 更なる技術の大幅な進化

今後 IT 利活用側面に大きなインパクトを与える要素とし
て、とくにクラウド化の急速な進展、モバイル化の進展、
情報セキュリティ脅威の増大があげられよう。クラウド化
の進展は、1966 年のMIT100 周年記念講演でジョン・マッ
カーシー教授が示唆して以来 50年近くかかって実現してき
た。このユーティリティ化の流れはとどまることなく普及
し、今後のコンピューティングパワーの利用形態として当
然のものとなるであろう。
大きな環境変化の中で、通常の IT 利活用ユーザはコン

ピュータ、ストレージ、ネットワークなどのインフラ・リソー
スを準備して、常に管理、監視するといった業務がなくなる。
また SaaS 型アプリケーションの発達により、通常の業務処
理はサイバー空間上に存在する適切なアプリを見つけてく
ることで、大半充足される。「見つけ出し組み合わせる」と
いう能力にも大きな期待がかかる。
更に、クラウド化の効果は単に情報システム資源の有効

活用にあるのではない。資源を準備する期間とコストが驚異
的に削減され、容易になることから、従来ではやりたくても
できなかった、「IT 支援による新しいビジネスモデルの実験」
が容易にできるようになる。すなわち失敗コストの大幅な削
減である。イノベーティブなビジネスモデルの実験が、容易
にできること、従って、多少のやり直しや修正を積み重ねて

も大きなコスト負担にならないこと、結果として成功モデル
を生み出す可能性が高まること、を意味する。

3.2 優れたユーザ側人材こそ必須

エンドユーザの中に、論理的に自社・自部門の業務を把
握して、要求仕様化できる者が育成できると、従来型情報
システム部門の役割はほとんどいらなくなる。クラウド化
によって、ユーザ側として行うべきインフラに関する作業
が大幅に減少するため、業務のわかるユーザ人材だけでも、
ユーティリティ化されたシステムパワーを有効に使える。
ビジネスモデルを考案しても、モデル実現への IT コストを
考えて実験しにくかった者にとって、活躍の機会が増える。
それがビジネスモデル創出の高速化、イノベーションの創
出に役立つはずだ。そのような人材が流動化して、他の会
社においても同様な活動をし、周辺の必要な知識技術を身
に着けることで、ダブル、トリプル・スタンダードな人材
が育つこととなる。IT 融合人材の育成は喫緊の課題だが、
クラウド化が育成を支援することになる。
更にこのようなトレンドを支援する、クラウド使いこな

しの達人集団、いわばクラウド・インテグレータ（CIer）と
でも呼べるような人材を持つサービス企業群が勃興し、従
来のシステムインテグレータは衰退して取って代わられる
であろう。

3.3 強くならねば生き延びられない供給者側人材

経営目的に沿った品質の高い情報システムを構築するた
めには、ユーザ側人材が供給側人材と共有の知識・技能を
保持し、密接なコミュニケーションをとることが必要不可
欠と主張したのが、2007 年の報告であった。改めてそれを
強力に推進すべき時が来たと思う。ユーザ側にはそのよう
な人材（IT 融合人材）が育ちつつある。
ではとくにインフラ側供給者はどうするべきか。結

論は単純である。供給者としてグローバルに戦えるだけ
の、高度で卓越した知識技術を備えることしかないので
ある。それができないと、Amazon や Google、Microsoft、
Salesforce 等々のリーダーや、これから台頭する中国、イン
ドの優れた企業群には勝てない。ということは、日本が IT
に限らず、世界的産業リーダーの地位を保持することが難
しくなることも意味する。
以上から見ると、果たして現在の CCSF のカバー範囲で、

述べたような大変化に対応可能か否か心配である。幸いに
も、7月末に IPA から、これからの IT 利活用ビジネスに求
められる業務とそれを支える人材の能力や素養を、「タスク
ディクショナリ」、「スキルディクショナリ」として体系化し、
目的に応じた人材育成に活用できる「i コンピテンシ・ディ
クショナリ」（試用版）がリリースされた。また、CCSF を
利活用する関連団体の方々が集まって、近々にスキル標準
促進協議会が発足する。IT 融合人材とそのスキルのあり方
をも含めて、活発な討議が行われることを期待したい。

思い
着想
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2.1.2 財政の状況

平成 24年度の一般会計予算は次のようになっている。

●歳出：90.3 兆円。内、国債費（債務償還費、利払費な

ど）21.9 兆円、社会保障 26.4 兆円、地方交付税交付

金など 16.6 兆円。これで全体の 72％を占める。

●歳入：90.3 兆円。内、租税及び印紙などの収入が46.1

兆円。残りは借金となる公債金収入 44.2 兆円。借金

で借金を返済しつつ、他にも使う構造である。

図２に主要国の債務残高の GDP 比を示す。日本の比

率は欧米諸国に比べると異常である。ただし、日本の国

債保有者の構成は民間銀行、保険・年金基金、その他の

金融機関で約 80％、海外の保有割合は４％程度である。

これは金融機関などによる護送船団で支える構造であ

る。内需が弱まると金融機関などの力も弱まり、日本経

済を構造的に不安定化させることになる。

2.2 人口動態の側面

日本の人口動態を図３に示す。19 歳以下の人口は

1955 年以降、20 ～ 64 歳の人口は 2000 年以降減少し

続けていく。65 歳以上の人口は増加の一途であり、既

に 2005 年の時点で 19 歳以下の人口を上回っている。

労働収入の割合が少ないであろう 19 歳以下と 65 歳以

上を加えた割合は2040年に 50％を超える。オリンピッ

クから僅か 20年後、この層を 20歳から 64歳以下の層

で支えていけるのかという大問題が待ち構えている。

１ はじめに

本稿では、世界の中での日本の特徴的な社会的変化を

踏まえ、日本がとるべき変化の方向を検討する。そして、

この方向への産業界のあり方、人材育成のあり方、産学

官連携のあり方について述べる。産業界については日本

の情報系産業の問題点を指摘し、その解決策について検

討する。また人材育成については、明治維新という大激

動の直後に欧米諸国をキャッチアップした明治時代に焦

点を当て、日本を支えた伝統的な人材育成の考え方を振

り返る。

２ 日本と世界の社会動向

2.1 経済的側面

2.1.1 変動相場制の出現

1971 年のニクソンショックをきっかけに、世界は固

定相場制から変動相場制へ移行し、基軸通貨ドルを中心

に際限のない為替相場の攻防戦が始まった。かつて 360

円であった円相場は、今や 100 円前後となり、日本が得

意とした高品質化、高機能化、小型化、低価格化といっ

た技術的付加価値の作り込みだけでは海外に対する競争

力を確保できなくなった。図１にドル円換算レートと貿

易収支の年次推移を示す。貿易収支は山谷を繰り返しな

がら減少傾向である。2011 年の東日本大震災以降３年

間で累積 21兆円という急激な赤字に転落している。

日本の課題解決に寄与する 
ITと人材育成

日本が抱える貿易収支、財政、少子高齢化における問題を解決するには、文化を軸にすべきであることを述べる。

文化の力を引き出すには IT の力が必要であるが、一方で情報系が人材の求心力を失っている。日本のあり方、そ

して山積する課題を突破する IT と人材育成のあり方について、日本の伝統的な考え方を参考に論じる。
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図１　ドル円換算レートと貿易収支の推移 図２　債務残高の国際比較（対GDP比）：財務省調べ

図３　日本の人口動態

2.3 ビジネスの側面

2.3.1 為替相場と企業のアプローチ

グローバルに展開する企業やその傘下の企業は、換算

レートや法人税が有利な国にリソースを展開する戦略を

とる。本社が日本にあっても、国外での製造・販売・輸

出入による収益確保を狙う。こうした動きは、国が改善

を期待する国内マーケット拡大による税収増、貿易収支

の黒字増大とは真逆の方向となる。

2.3.2 人口動態と企業のアプローチ

少子高齢化により経済規模が縮小に向かうことは容易

に想定できるが、これを好機と捉えて高齢者向けヘルス

ケア事業などに資本が投入されている。しかし、経済規

模が縮小する中で増加する高齢者の収入や貯蓄は減少に

向かうと考えるべきであり、持続的な内需拡大と貿易収

支改善への本質的な経済対策にはならない。

2.3.3 情報系産業のアプローチ

国内マーケットの拡大や貿易収支の増大、人口動態に対

し、情報系産業はどのような力を発揮できるであろうか。

●輸出競争力：ソフトウェアの輸出入のデータは乏し

い。情報処理推進機構（IPA）「IT 人材市場動向予備

調査報告書（中編）」（2007 年）によると輸出額 25

億円、輸入額 1,185 億円である。同じく IPA「ソフ

トウェア産業の実態把握に関する調査」（2012 年）

によると、80％以上のソフトウェアベンダが海外売

上げなしである。

●受注先：製造業、情報通信業、金融・保険が多い。

日本の情報系産業は内向きの歴史を重ねてきており、

世界をリードする力は弱いとみるべきである。情報系は

付加価値を創るべく、財政、人口動態、工業生産などの

関係を様々なパラメータでシミュレーションするなど、

自ら動いて日本の戦略策定に大きく寄与できる筈である。

なお、自動車など多くの製品の中には組込みソフトウェ

アが搭載されているため、この切り口での情報系は内需

拡大と輸出競争力向上に寄与していると考えられる。

３ これからの日本のあるべき姿と 
そのための施策

3.1 財務にかかわるステークホルダに対する戦
略の必要性

日本の今後に影響を及ぼす大きな要因は人口動態、

国内マーケット、国際収支、財務などである。これら

の要因を前提に国民が安心安全な生活を確保していく
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IT 人材育成

には、歳出を減らす取り組みは当然として、法人税、

所得税、消費税を支払うステークホルダの量と質を高

め、税収増につなげるグローバル戦略が必要であり、

全体構造をポートフォリオとして企画立案する必要が

ある。

3.2 ポートフォリオ作成のための軸

ポートフォリオを作成するためには、拠って立つ揺る

ぎない軸が必要である。その軸とは文化をおいてほかに

ない。日本が欧米諸国を急速にキャッチアップしていっ

た明治時代であるが、文明開化に揺れて洋画が流行し、

高価な日本の美術品は二束三文で海外に流出していっ

た。ドイツから来日したお雇い外国人ゴットフリード・

ワグネルはこうした状況を次のように酷評した [1]。

「美術は国の固有文化の表象。欧米の文化を学ぶこと

は良い。しかし、その文化にかぶれて自国文化を軽視す

るなどもってのほか。欧州諸国は美術が文化に及ぼす効

果大なるを知っている。日本固有の画術が、日本の建築

装飾、工芸美術制作、工芸の品位を高め、機械製品の急

速な向上に大きく寄与しているではないか。このままで

は日本の諸製品の質は低下、工芸は衰退、製品は形だけ

となり、その製法は簡単に外国に真似されよう。」

受験に重点が置かれ、音楽、美術、体育などが軽視さ

れ、人づくりが疎かになっている現代の日本への警鐘の

ようでもある。日本のアイデンティティとしての文化を

ポートフォリオの軸として、技術開発と人材育成を行っ

ていくならば、グローバルな世界においても求心力を得

られるであろう。美術のみでなく日本固有の文化として

の禅、武道、能楽等々に学ぶところは多い [2][3]。

４ 具体的対応策と今後の技術動向

4.1 ポートフォリオの潜在力を引き出すために

グローバルに展開するポートフォリオを有機的に機能

させて、日本の求心力を高めるには、IT の開発と人材の

スキルアップに加えてアウトカムを常に意識することが

重要である。注目すべき技術は、M to M、IoT、システ

ムオブシステムズやビッグデータなどである。これらの

技術によるアウトカムの１つは、各種製品やシステムが

流通するマーケットの中で、グローバルに広がる個々人

が発信元になれる文化創造である。根付いた文化ほど強

いものはない。

4.2 人材育成

国や組織の文化は人々の心の中に染み込み、時間と共

に熟成され、やがて思想、形あるいは社会的特徴として

表出されてくる。その意味で、文化を正しく理解した上

で様々な課題を解決できる人材育成は最も重要なポート

フォリオの一つとなる。人材育成は日本の伝統に学ぶべ

きところは多い。例えば、武道などには守破離という人

材育成の段階があり、入門者は守から始まり離への到達

を目指す。離ではその流派から離れ、独自の創意工夫に

よる新しい流派の立ち上げを目指す。ゴットフリード・

ワグネルと時を同じくした明治時代の 1904 年、米国セ

ントルイス万国博覧会に出品した新しい日本画で最高賞

を受賞し、横山大観、菱田春草など名だたるクリエータ

を育て、現代の日本画の礎を築いた橋本雅邦がいた。雅

邦は「心持ち」という創造性を育成する方法を生み出し

た。その方法は、一流の画の模写訓練において、お手本

を朝から晩まで何日もひたすら見つめることだけをさせ

た。その画が心に染み込み心底描きたくなったとき初め

て模写をさせるのである。雅邦は「筆の運び方、描いた

線の巧拙などどうでもよい。何を、なぜ、画きたいのか

という心持ちを持つことが大切である。」と説いた。CG

の時代になっても、雅邦の心持ちの意味は不変である。

現代ではこうした指導方法では、指導を受ける側の多

くが逃げ出すかも知れない。しかし、本格的に創造的人

材を育成しようとするならば、こうした手法を再定義す

ることも必要である。

因みに図４は IPA/SEC において開発した、日本の伝統

的な人材育成を参考にした組込みスキル標準 ETSS であ

る [4]。スキルは知識や技術活用能力のポテンシャルで

あり、人材が未来に向かう期待値である。レベル１、２

が守、レベル３が破、レベル４は新たな技術を生み出す

ことを期待する離の段階である。

4.3 情報系産業の問題とユーザ企業

日本の情報系産業の最大の問題点は学生を含む大勢の

人々に魅力を発信できていないことである。その理由は、

大手ソフトベンダを頂点とする「顔」の見えない多重下

請け構造にある。人材の回転率を高めるために開発工程

にキャリアや下請けを割り当てて仕事を分割し、作業を

並列化するため、大半の人材は機械的に複数の工程の中

に埋没し、開発したシステムの稼働という達成感の喜び



33SEC journal創刊 10周年特別号 Nov.2014

に浸れないのである。

一方、ユーザ側においては例えば業務改善

の効率向上などを目的に、ベンダ依存体質の

改善を目指している。ユーザ側には自社の文

化を理解した上で組織と組織運用を支援する

システムとの関係を明確にし、業務ソフトの

位置付けを明確にできる人材が必要となる。

4.4 モデルベース設計というソフト
ウェア開発の潮流

組込み系の場合は製品という顔が見えるた

め、開発者は参加意識が高く、一定の達成感

に浸ることができる。また、開発ツールの技

術的進化も興味を駆り立ててくれるところで

ある。現在はモデリングとモデルベースによ

る設計手法が注目を浴びている。この手法では、モータな

どの製品の物理的特性を数式で表現したものをプラントモ

デルと呼ぶ。ブレーキ、バッテリ、車体などもプラントモ

デルとなる。プラントモデルを動かす制御ロジックを制御

モデルと呼ぶ。プラントモデルと制御モデルの両者がそろ

うと、プログラミングせずに、かつ実物を作ることなくシ

ミュレーションによって設計の検証ができ、更にプログラ

ムコードを自動生成することができる。

ここで、電気自動車をモデルベースで設計している株

式会社フォー・リンク・システムズ殿の事例を紹介する。

●モデリングとモデル作成用ツール： 

MATLAB/Simulink。

●プラントモデルと制御モデル：モータとドライバの

簡易プラントモデルとモータの制御モデル。ブレー

キの簡易プラントモデルとブレーキ制御モデル。車

輌の簡易モデルと姿勢の全体制御モデル。その他。

●検証ツール：HILS など。

●モデルベースツール：CATIA(3DCAD) などを使用し、

車全体をデザイン。

●プログラムの自動生成：制御プログラムはモデルか

ら自動生成される。

●モデリングに要求されるスキル：物理、数学を活用

して機能を記述でき、モデルの粒度を設計でき、更

に HILS や MATLAB/Simulink などのツールを活用で

きることなど。

これらをプログラミングで行うと、多くのノウハウと

膨大な作業時間を必要とし、ソフトウェア品質も安定す

るまでに時間がかかる。モデルベース開発はこれまでの

ソフトウェア開発に革命を起こす潮流となるであろう。

しかし、畑に相当する革命的開発基盤は欧米によるも

のであり、日本のソフトウェア開発技術を生み出す層は

欧米に比べて薄い状況にある。いわば日本のソフトウェ

ア開発は欧米から提供された高額な畑の上で、作物とし

てのソフトウェアを開発している構図である。果たして

このままの状態で良いのか、日本発のソフトウェア開発

環境を研究開発しなくてよいのか、グローバル化の中で

の産学官による産業競争力、安全保障などの観点からの

戦略立案が必要である。

５ おわりに

本稿では、日本及び世界のこれまでとこれからの社会

変化、多くの重い課題について述べた。そして日本が進

むべき方向について述べ、そのための取り組み方と人材

育成やソフトウェア開発のあり方などについて述べた。

株式会社フォー・リンク・システムズ木下浩臣社長には

貴重な情報をご提供いただいた。この場を借りて御礼申

し上げる。

図４　 技術とスキルの関係を可視化する組込みスキル標準 ETSS
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　SEC10 年の歩み

号数 号数（通し） 発行日 タイトル 内容

6 第２巻第２号

（通巻６号）

2006 年

４月 28 日

SEC2005年度

活動概要

◆エンタプライズ系

エンタプライズ系活動

見積り手法

定量データの定義・収集・分析－ソフトウェア開発データ白書 2006 ＆デー

タ定義 Ver.2.0 のリリース－

ソフトウェア開発における要求品質の確保

要求工学、設計・開発技術

プロジェクト見える化とは－下流工程編－

◆組込み系

組込みソフトウェア・エンジニアリング

組込みソフトウェアの組織的な開発の実現－開発プロセスガイドと開発

計画書ガイドの策定－

組込みソフトウェア実装品質向上－組込みソフトウェア向け C言語コー

ディング作法ガイドの策定－

組込みスキル標準（ETSS）

ETSS スキル基準 Version 1.1

ETSS キャリア基準 Version 1.0

ETSS 教育研修基準 Version 1.0

◆先進ソフトウェア開発プロジェクト

先進ソフトウェア開発プロジェクト

◆共同研究

ベイズ識別器に基づく混乱予測に利用するメトリクスの統計的選択

先進ソフトウェア開発プロジェクトにおけるコードクローン分析

組込みアーキテクチャとそのプログラミングについての調査

ETSS 向け教育プログラム評価手続きの策定

デジタル製品向け組込みソフトウェア－開発力と競争力について－

組込みソフトウェア教育における体験型学習の調査

協調フィルタリングを活用した工数見積り

組込みソフトウェアにおけるユーザビリティ

形式的手法の実用化を目指して

見積り手法の実証評価－ CoBRA 法と OSR 法－

10 第３巻第２号

（通巻 10 号）

2007 年

５月 28 日

SEC2006年度

活動概要

エンタプライズ系活動概要 

組込み系活動概要 

◆エンタプライズ系 

「共通フレーム 2007」の概要 

要求工学、設計・開発技術活動概要 

見積り手法（改造型開発）

 I T プロジェクトの「見える化」上流工程編 

プロセス改善研究 

定量データ分析 

◆組込み系 

組込みソフトウェアエンジニアリング領域の状況 

組込みソフトウェア開発のプロセス面の支援 

SEC 成果報告一覧
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号数 号数（通し） 発行日 タイトル 内容

組込みソフトウェア開発のプロジェクトマネジメントの支援 

ツール諸元表の策定 

組込みスキル標準（ETSS）

◆共同研究 

COSE におけるデータ分析とフィードバック 

プロジェクトの遂行及び生産性に影響を与える要因の分析 

相関ルールマイニングを用いたソフトウェア生産性の決定要因抽出 

異なる FP 手法間における FP 変換式の導出 

推定・近似に基づいた機能規模計測法間での変換法 

相互比較可能な形式への FP 値の変換方法に関する検討 

先進ソフトウェア開発プロジェクトにおけるソースコード分析 

組合せ・すり合わせ視点での組込みソフトウェア分析調査 

形式検証技術の設計検証への実用化に向けて 

ETSS 向け教育研修コースを対象とした評価フレームワーク 

品質モデル適応型テストプロセスの研究 

組込みソフトウェア教育の実施効果に関する調査 

コンポーネントベース高信頼性実時間組込みシステム構築技術の研究 

性能指向組込みソフトウェアの研究：並列化、ハードウェア化を目的と

した C言語記述に関する記述作法

14 第４巻第２号

（通巻 14 号）

2008 年

９月 30 日

SEC2007年度

活動概要

SEC2007 年度成果報告 

◆エンタプライズ系 

定量的マネジメント領域 

ビジネス・プロセス改善領域 

要求とアーキテクチャ領域 

高信頼ソフトウェア領域 

◆組込み系 

組込みソフトウェア・エンジニアリング領域 

組込みスキル領域 

◆共同研究 

先進ソフトウェア開発プロジェクトにおける Fault-Prone モジュール予測

へのコードクローン分析の適用 

インプロセス・プロジェクトデータの分析技術の開発 

定量データの詳細解析に関する研究調査実施報告 生産性モデルの検討と

信頼性モデル構築への提言 

企業横断データからの相関ルールマイニングによるプロジェクト改善案

の抽出 

形式検証による組込みソフトウェア検証の実用化 

高信頼性ソフトウェア開発のためのテスト技術に関する研究 

ETSS 向け教育研修コースを対象とした評価フレームワーク 

組込みソフトウェア教育効果計測のための調査研究 

ETSS 国際標準モデル化に関する研究 

機能安全に関する先行研究（調査報告）
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　　SEC10 年の歩み

号数 号数（通し） 発行日 タイトル 内容

17 第５巻第３号

（通巻 18 号）

2009 年

６月 30 日

SEC2008年度

活動概要

◆エンタプライズ系 

定量的マネジメント領域 

ビジネス・プロセス改善領域 

要求・アーキテクチャ領域 

高信頼ソフトウェア領域 

◆組込み系 

組込みソフトウェア・エンジニアリング領域 

組込みスキル領域 

◆共同研究 

定量的データに基づいたソフトウェアプロジェクト診断のためのチェッ

クリスト導出を目指して 

ソフトウェア信頼性モデル構築に関する調査研究 

ソフトウェア安全の基礎概念と方法論 

機能安全に関する先行研究 

高信頼性・生産性組込みソフトウェア設計手法に関する調査研究 

スキルの海外標準化に関する研究 

◆ SEC 成果の普及

21 第６巻第２号

（通巻 23 号）

2010 年

６月 30 日

SEC2009年度

活動概要 

◆組込み系

組込みソフトウェアプロジェクトの状況

組込みスキル領域

◆エンタプライズ系

定量的マネジメント領域

ビジネス・プロセス改善領域

要求・アーキテクチャ領域

高信頼ソフトウェア領域

重要インフラ情報システムの信頼性向上に向けた取り組み

非ウォーターフォール型開発の現状と課題～非ウォーターフォール型開

発に関する調査、及び研究会における検討結果～

◆統合系

統合系

25 第７巻第２号

（通巻 27 号）

2011 年

６月 30 日

SEC2010年度

活動概要

◆統合系

統合系プロジェクト設置の狙いと取り組みについて

利用者にわかりやすくソフトウェア品質を説明する仕組みの提案

モデルベース開発技術による信頼性向上にむけて

ソフトウェアの高信頼化手法の実践にむけて

重要インフラ情報システムの信頼性向上のための指針

◆組込み系

組込みソフトウェアの高品質化への取り組み

◆エンタプライズ系

定量的プロジェクト管理の推進

要件定義とアーキテクチャ設計の品質向上

ビジネス・プロセス改善の推進

多様な開発モデル等への対応

◆国際連携活動

国際連携活動
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号数 号数（通し） 発行日 タイトル 内容

29 第８巻第２号

（通巻 31 号）

2012 年

６月 29 日

SEC2011年度

活動概要

◆統合系

発足後 2年目を迎えた統合系プロジェクトの取り組み

ソフトウェアの品質説明力強化

形式手法・モデルベース開発技術の推進

高信頼なソフトウェアの開発・管理に向けて

◆組込み系

組込み系ソフトウェアプロジェクトの状況

◆エンタプライズ系

定量的プロジェクト管理の推進

要求・仕様の高品質化に向けて

ビジネス・プロセス改善の推進

新たな技術動向等に対応したソフトウェアエンジニアリング手法

IT サービス継続計画策定のための指針の作成

33 第９巻第２号

（通巻 35 号）

2013 年

７月 31 日

SEC2012年度

活動概要

◆統合系

統合システムの安全・安心に向けた 2012 年度の取り組み

ソフトウェア品質説明力強化の取り組み

上流品質技術強化 形式手法普及活動の取り組み

上流品質技術強化 コンシューマデバイス機能安全規格化の取り組み

上流品質技術強化 MBSE 導入の手引き

◆エンタプライズ系

ビジネス・プロセス改善の推進

超上流及び上流工程の品質向上に向けて

定量的プロジェクト管理の推進

定量的な目標管理手法の普及活動の展開～組織目標達成と IT 導入の整合

性を図る「GQM+Strategies®」の活用～

非ウォーターフォール型開発手法の普及に向けて

IT サービス継続計画の策定を推進

◆組込み系

組込み系ソフトウェアプロジェクトの状況

37 第 10巻第２号

（通巻 39 号）

2014 年

７月１日

SEC2013年度

活動概要

◆システムグループ

ソフトウェア障害情報の収集・分析及び対策

重要インフラ等システム障害対策（製品・制御システム）

重要インフラ等システム障害対策（IT サービス）

定量的プロジェクト管理による信頼性・生産性向上

コーディング作法ガイド：ESCR［ Ｃ言語版］ Ver. 2.0 の発行

ソフトウェア・エンジニアリング成果の普及展開

◆ソフトウェアグループ

ソフトウェア信頼性の見える化～ 2013 年度の取り組み～

ソフトウェア品質説明力の強化の促進～サプライチェーンにおけるソフ

トウェアの高信頼化～

品質説明力の強化に向けた「制度ガイドライン」の活用

先進的な設計・検証技術の適用事例

コンシューマデバイス機能安全規格化の提案のコンセプトと取り組み
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　SEC10 年の歩み

号数 号数（通し） 発行日 執筆者 タイトル 備考

1 第１巻第１号
（通巻１号）

2005 年
１月 25 日

冨永章（日本アイ・ビー・エム株式会社） ソフトウェア開発負荷見積り式の汎用化の提案 SEC journal 創刊記念 招
待論文

片山卓也（北陸先端科学技術大学院大学） 最新ソフトウェア技術による高信頼組込みソフ
トウェアの開発

SEC journal 創刊記念 招
待論文

2 第１巻第２号
（通巻２号）

2005 年
４月 25 日

松本健一（奈良先端科学技術大学院大学） エンピリカルソフトウェア工学の現状と展望：
SEL が遺した 13 の教訓

招待論文

太田忠雄（株式会社ジャステック） ソフトウェア開発の生産管理に基づく見積りモデ
ル

招待論文

平沢尚毅（小樽商科大学 商学部 社会情報学科／
NPO法人人間中心設計推進機構）

組込みシステムとユーザビリティ工学 招待論文

3 第１巻第３号
（通巻 3号）

2005 年
８月 5日

古山恒夫（東海大学理学部） プロジェクトデータ分析の指針と分析事例

野中誠（東洋大学経営学部） 品質マネジメントシステムの再構築：競争優位
性の獲得に向けて

立本博文（東京大学 ものづくり経営研究センター）ものづくり戦略論とアーキテクチャ―ソフト
ウェア・アーキテクチャの測定と分析―

4 第１巻第４号
（通巻 4号）

2005 年
11 月 4日

小室睦（日立ソフトウェアエンジニアリング株式会
社プロセス改善技術センタ）、男澤康、木村好秀（日
立ソフトウェアエンジニアリング株式会社 産業シ
ステム事業部）

開発現場の実態に基づいたピアレビュー手法改
善と改善効果の定量的分析

「SEC journal」創刊記念
論文最優秀賞受賞論文

竹本昇司（株式会社野村総合研究所 品質監理本部 
生産性向上推進部）

実践型ＥＶＭを活用したプロジェクト管理の適
用研究

「SEC journal」創刊記念
論文優秀賞受賞論文

水野修、安部誠也、菊野亨（大阪大学大学院 情報
科学研究科）

プロジェクト混乱予測システムのベイズ識別器
を利用した開発―ソフトウェア開発現場への本
格導入を目指して―

「SEC journal」創刊記念
論文優秀賞受賞論文

山本雅基、間瀬健二、河口信夫、本田晋也、金子伸
幸（名古屋大学 情報連携基盤センター）阿草清滋、
高田広章、冨山宏之（名古屋大学大学院 情報科学
研究科）

大学における社会人向け組込みソフトウェア技
術者人材養成の実施と分析

「SEC journal」創刊記念
論文優秀賞受賞論文

5 第２巻第１号
（通巻 5号）

2006 年
１月 31 日

山浦恒央 （法政大学 情報科学部） 第 4世代のテスト・プロセス 

大杉直樹、角田雅照、門田暁人、松村知子、松本健
一（奈良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科）
菊地奈穂美（IPA/SEC）

企業横断的収集データに基づくソフトウェア開
発プロジェクトの工数見積り 

SEC journal 論文賞最優秀
賞受賞論文 （2006 年）

菊地奈穂美（沖電気工業株式会社、IPA/SEC、大阪
大学大学院 基礎工学研究科）安藤津芳（沖電気工
業株式会社）水野修、菊野亨（大阪大学大学院 情
報科学研究科） 

通信ソフトウェア開発におけるプロセス改善の
ためのフィールド品質に注目した主要な活動要
因の抽出 

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2006 年）

6 第２巻第２号
（通巻 6号）

2006 年
４月 28 日

なし

7 第２巻第３号
（通巻 7号）

2006 年
９月 11 日

Adam Trendowicz、 Jens Heidrich、 Jürgen Münch、
石谷靖（ドイツ・フラウンホーファ協会実験的ソフ
トウェア工学研究所（IESE））横山健次（IPA/SEC）、
菊地奈穂美（IPA/SEC、沖電気工業株式会社）

ハイブリッドなコスト見積りモデルの反復的な
構築方法について

8 第２巻第４号
（通巻 8号）

2006 年
11 月 30 日

中野裕也、水野修、菊野亨（大阪大学大学院 情報
科学研究科）阿南佳之、田中又治（オムロンソフト
ウェア株式会社）

コードレビューの密度と効率がコード品質に与
える影響の分析 

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2006 年）

葉雲文（株式会社ＳＲＡ先端技術研究所）、山本恭
裕（東京大学 先端科学技術研究センター） 

Java 開発者のオンデマンド・ラーニングを支援
するソシオテクニカル環境 

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2006 年）

平石謙治（日本電気航空宇宙システム株式会社、
PMI 東京支部 組織成熟度研究会）

組織的プロジェクトマネジメント成熟度モデル
（OPM3）の概要と適用上の留意点

岩切博（三菱電機株式会社）大曽根 一将、藤原良一、
中前雅之（三菱電機インフォメーションシステムズ
株式会社）

高度化プロセスにおける定量的プロジェクト管
理の実践と効果

9 第３巻第１号
（通巻 9号）

2007 年
２月 26 日

原田晃（日本電子計算株式会社）、粟根達志、伊野
谷祐二、大里立夫（株式会社日立製作所 情報・通
信事業グループ 生産技術本部）大野治（株式会社
日立製作所 情報システム事業部）、松下誠、楠本真
二、井上克郎（大阪大学大学院 情報科学研究科）

WBS に基づくプロジェクト管理システムの実現 SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2007 年）

10 第３巻第２号
（通巻 10 号）

2007 年
５月 28 日

なし

11 第３巻第３号
（通巻 11 号）

2007 年
９月 28 日

青島武伸、伊藤智祥、春名修介（松下電器産業株式
会社）

メモリリーク検出システム λ trace SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2007 年）

12 第３巻第４号
（通巻 12 号）

2008 年
１月 15 日

岸知二、金井勇人（北陸先端科学技術大学院大学 
情報科学研究科） 

組込みソフトウェア設計検証へのモデル検査技
術の適用と考察 

SEC journal 論文賞最優秀
賞受賞論文 （2007 年）

13 第４巻第１号
（通巻 13 号）

2008 年
２月 29 日

水野修、 菊野亨（大阪大学大学院 情報科学研究科） Fault-prone フィルタリング：不具合を含むモ
ジュールのスパムフィルタを利用した予測手法

14 第４巻第２号
（通巻 14 号）

2008 年
９月 30 日

柿元健（大阪大学大学院 情報科学研究科）門田暁人、
角田雅照、松本健一（奈良先端科学技術大学院大学
情報科学研究科）菊地奈穂美（IPA/SEC）

規模・工期・要員数・工数の関係の定量的導出 SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2008 年）

15 第４巻第３号
（通巻 15 号）

2008 年
12 月 26 日

斎藤忍、小橋哲郎 （株式会社 NTT データ 技術開発
本部）

メタモデルを活用した要求分析技法の適用と考
察 

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2008 年）

16 第５巻第１号
（通巻 16 号）

2009 年
３月 31 日

角田雅照、門田暁人、松本健一（奈良先端科学技術
大学院大学 情報科学研究科）髙橋昭彦（財団法人
経済調査会、産業技術大学院大学 産業技術研究科）

生産性要因に基づいて層別されたソフトウェア
開発工数見積りモデル

SEC journal 掲載論文一覧
※所属などは掲載当時の情報です
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号数 号数（通し） 発行日 執筆者 タイトル 備考

別冊
ETSS 特集号
第５巻第２号
（通巻 17 号）

2009 年
４月 30 日

なし

17 第５巻第３号
（通巻 18 号）

2009 年
６月 30 日

大森久美子（NTT 情報流通基盤総合研究所）、神沼 
靖子（情報処理学会）

問題形成から受入れ検査までを含んだ PBL 型ソ
フトウェア開発研修とその評価

18 第５巻第４号
（通巻 19 号）

2009 年
９月 30 日

伏田享平（奈良先端科学技術大学院大学 情報科学
研究科）、高田純（奈良先端科学技術大学院大学 情
報科学研究科、マイクロソフト株式会社）米光哲哉、
福地豊（株式会社日立製作所）、川口真司、飯田元（奈
良先端科学技術大学院大学 情報科学研究科）

AQUAMarine：定量的管理計画立案システム

別冊
ESxR 特集号
第５巻第５号
（通巻 20 号）

2009 年
11 月 16 日

なし

19 第５巻第 6号
（通巻 21 号）

2009 年
12 月 28 日

なし

20 第６巻第１号
（通巻 22 号）

2010 年
３月 31 日

なし

21 第６巻第２号
（通巻 23 号）

2010 年
６月 30 日

なし

22 第６巻第３号
（通巻 24 号）

2010 年
10 月 25 日

大蔵君治、川口真司、飯田元（奈良先端科学技術大
学院大学 情報科学研究科）

Eメールアーカイブのクラスタリングによる開
発コンテキストの可視化

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2011 年）

23 第６巻第４号
（通巻 25 号）

2011 年
１月 14 日

なし

24 第７巻第１号
（通巻 26 号）

2011 年
３月 31 日

北川陽一（日本証券テクノロジー株式会社） 特定デザインパターンに基づく大規模基幹シス
テムのオープン化技法

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2011 年）

25 第７巻第２号
（通巻 27 号）

2011 年
６月 30 日

髙安篤史（株式会社システムカルチャー パートナー
サービスグループ）

DFSS（Design for Six Sigma）による組込みソフ
トウェアの品質改善

26 第７巻第３号
（通巻 28 号）

2011 年
10 月 13 日

酒井大（日本アイ・ビー・エム株式会社 グローバル
ビジネスサービス IGA アプリケーション・サービス）

CoBRA 法を使った見積りモデル構築のポイント SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2011 年）

27 第７巻第４号
（通巻 29 号）

2012 年
１月 12 日

なし

28 第８巻第１号
（通巻 30 号）

2012 年
３月 30 日

なし

29 第８巻第２号
（通巻 31 号）

2012 年
６月 29 日

なし

30 第８巻第３号
（通巻 32 号）

2012 年
９月 28 日

杉山孝子、平原嘉幸（東芝テック株式会社） ソフトウェア技術者「レベル3以上 2倍化」の実
現

31 第８巻第４号
（通巻 33 号）

2012 年
12 月 14 日

名倉正剛、田村清朗（株式会社日立製作所）、川口 
真司（奈良先端科学技術大学院大学、有人宇宙シス
テム株式会社）高田眞吾（慶應義塾大学）、飯田元（奈
良先端科学技術大学院大学）

事例紹介：OEMソフトウェア製品の検証プロセ
ス

32 第９巻第１号
（通巻 34 号）

2013 年
３月 1日

山本佳和（株式会社デンソークリエイト プロジェ
クトセンター）、舟守淳（株式会社オージス総研 組
込みソリューション第一部）、山本修一郎（名古屋
大学 情報連携統括本部 情報戦略室）

プロジェクトコミュニケーション管理プロセス
の適用評価

33 第９巻第２号
（通巻 35 号）

2013 年
７月 31 日

小堀一雄、石居達也、松下誠、井上克郎（大阪大学
大学院 情報科学研究科）

Java プログラムのアクセス修飾子過剰性分析
ツールModiChecker の機能拡張とその応用例

34 第９巻第３号
（通巻 36 号）

2013 年
９月 30 日

中村伸裕（住友電気工業株式会社、住友電工情報シ
ステム株式会社、大阪大学）服部悦子（住友電工情
報システム株式会社）、永田菜生（住友電気工業株
式会社）、楠本真二（大阪大学）

システム価値向上を目的とした Scrum の試行・
評価

SEC journal 論文賞優秀賞
受賞論文 （2013 年）

酒井大（日本アイ・ビー・エム株式会社 グローバル
ビジネスサービス IGA アプリケーション・サービス）

アプリケーション保守サービスの定量化手法 SEC journal 論文賞最優秀
賞受賞論文 （2013 年）

森本千佳子、津田和彦（筑波大学大学院 ビジネス
科学研究科）

ITSS 調査データから見る IT 技術者のキャリア形
成とスキルの関係

大森久美子（NTT サービスイノベーション総合研究
所 ソフトウェアイノベーションセンタ）

若年技術者向けソフトウェア開発研修プログラ
ムの開発と評価

SEC journal 論文賞所長章
受賞論文 （2013 年）

35 第９巻第４号
（通巻 37 号）

2014 年
１月 31 日

中村伸裕（大阪大学、住友電気工業株式会社）、谷
本收（住友電工情報システム株式会社）、楠本真二（大
阪大学）

ソフトウェアプロダクトラインのエンタプライ
ズ・システムへの適用と評価

36 第 10 巻第１号
（通巻 38 号）

2014 年
３月 31 日

久野倫義、中島毅（三菱電機株式会社 設計システ
ム技術センター）松下誠、井上克郎（大阪大学大学
院 情報科学研究科）

ピアレビュー有効時間比率計測によるピアレ
ビュー会議の改善と品質改善の効果

大平雅雄（和歌山大学）伊原彰紀、中野大輔、松本 
健一（奈良先端科学技術大学院大学）

ソフトウェア品質の第三者評価における探索的
データ解析ツールの利用とその効果：OSS デー
タを対象とした検証実験

37 第 10 巻第２号
（通巻 39 号）

2014 年
７月 1日

松浦佐江子（芝浦工業大学）、小形真平（信州大学）、
青木善貴（日本ユニシス株式会社）谷沢智史、西村 
一彦（株式会社ボイスリサーチ）

要件定義プロセスと保守プロセスにおけるモデ
ル検査技術の開発現場への適用

38 第 10 巻第３号
（通巻 40 号）

2014 年
９月 30 日

田辺壮史、津田和彦（筑波大学大学院 ビジネス科
学研究科）

UISS を活用した IT 人材のキャリアパス設計

齊藤康廣、門田暁人、 松本健一（奈良先端科学技術
大学院大学 情報科学研究科）

非機能要件に着目した Request For Proposal 
（RFP）評価
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号数（通し）第１巻第１号（通巻１号） 第１巻第 2号（通巻 2号） 第１巻第３号（通巻 3号） 第１巻第４号（通巻４号） 第２巻第１号（通巻５号）

発行日 2005 年１月 25 日 2005 年４月 25 日 2005 年８月５日 2005 年 11 月４日 2006 年１月 31 日

巻頭言 鶴保 征城（IPA/SEC 所長）
「創刊にあたって」

藤原 武平太（独立行政法人 情
報処理推進機構 理事長）
「ソフトウェア産業の未来とソ
フトウェア・エンジニアリン
グ・センターの役割」

小林 利典（経済産業省 商務政
策局 情報処理振興課長）
「SEC への期待」

小長 啓一（AOCホールディン
グス株式会社 相談役）
「ソフトウェア工学の発展を、
SEC に託す」

鍛冶 克彦（経済産業省 商務情
報政策局 情報処理振興課長）
「時代の要請と SEC」

所長対談 H．Dieter．Rombach（ドイツ・
カイザースラウテルン大学 情
報専門学群専任教授）
「ソフトウェア・エンジニアリ
ングの産学官コラボレーショ
ンの要は」

重松 崇（トヨタ自動車株式会
社 常務取締役）
「車載用組込みソフトウェアの
開発にソフトウェア工学を取
り込む」

西浦 裕二（株式会社ローラン
ド・ベルガー取締役共同会長）
「経営と IT」

David Ward（MISRA プロジェ
クトマネージャ）
「複雑化と短期開発要求が進展
する組込みソフトウェアの課
題を解決する道を示す」

特集 SEC journal 創刊記念招待論文：
冨永 章（日本アイ・ビー・エ
ム株式会社）
「ソフトウェア開発負荷見積り
式の汎用化の提案」
片山 卓也（北陸先端科学技術
大学院大学）
「最新ソフトウェア技術による
高信頼組込みソフトウェアの
開発」

招待論文：
松本 健一（奈良先端科学技術
大学院大学）
「エンピリカルソフトウェア工
学の現状と展望：SEL が遺し
た 13 の教訓」
太田 忠雄（株式会社ジャス
テック）
「ソフトウェア開発の生産管理
に基づく見積りモデル」
平沢 尚毅（小樽商科大学）
「組込みシステムとユーザビリ
ティ工学」

「SEC journal 創刊記念論文 優
秀賞受賞論文発表」

号数（通し）第２巻第２号（通巻６号） 第２巻第３号（通巻７号） 第２巻第４号（通巻８号） 第３巻第１号（通巻９号） 第３巻第２号（通巻 10 号）

発行日 2006 年４月 28 日 2006 年９月 11 日 2006 年 11 月 30 日 2007 年２月 26 日 2007 年５月 28 日

巻頭言 棚橋 康郎（社団法人情報サー
ビス産業協会 会長）
「魅力ある産業への旅立ち」

鳥居 宏次（奈良先端科学技術
大学院大学 特任教授）
「データ収集、『見える化』そ
して産学連携」

細川 泰秀（社団法人 日本情報
システム・ユーザー協会 専務
理事）
「IS ユーザ企業と IT ベンダ企
業の差」

松尾 隆徳（社団法人 組込みシ
ステム技術協会 会長）
「第二発展期を迎える組込み技
術」

大竹 伸一（関西経済同友会 ソ
フト産業振興委員会委員長）
「大阪・関西を組込みソフト産
業の一大集積地に！」

所長対談 畑村 洋太郎（工学院大学 教授
／東京大学 名誉教授／畑村創
造工学研究 所長）
「『失敗学』の視点からソフト
ウェア開発の課題と解決策を
考える」

Ron Bell（元英国政府保健省 
健康安全局（HSE）局員）
「IEC と SEC とが協力して機能
安全の国際的な相互認証のス
キーム確立を目指そう」
Richard Mark Soley（OMG 会
長）
「産業競争力の強化には、ソフ
トウェアの標準化とスキル標
準の確立が欠かせない」

Kyo-Chul Kang（韓国・浦項工
科大学校 教授）
「プロダクトラインエンジニア
リングの普及に向けて」

土居 範久（中央大学 理工学部  
教授／日本学術会議 副会長）
「ソフトウェア産業はビジネス
モデルの変革を目指せ」
西岡 郁夫（特定非営利活動法
人 IT コーディネータ協会 業務
開発・広報委員会 委員長）
「システムコンサルティングと
システム開発は IT 経営の両輪 
さらなる人材の育成が急務」

Allen Brown（The Open 
Group 社長）
「企業情報システムにおける
『境界のない情報の流れ』の構
築に向けて」

特集 「SEC2005 年度活動概要」 「SEC journal 論文賞 受賞論文発
表」

「SEC2006 年度活動概要」

SEC journal バックナンバー一覧
※所属などは掲載当時の情報です
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号数（通し）第３巻第３号（通巻 11 号） 第３巻第４号（通巻 12 号） 第４巻第１号（通巻 13 号） 第４巻第２号（通巻 14 号） 第４巻第３号（通巻 15 号）

発行日 2007 年９月 28 日 2008 年１月 15 日 2008 年２月 29 日 2008 年９月 30 日 2008 年 12 月 26 日

巻頭言 長谷川 英一（社団法人電子情
報技術産業協会 常務理事）
「電子情報産業におけるソフト
ウェアエンジニアリングへの
期待」

八尋 俊英（経済産業省 商務情
報政策局 情報処理振興課長）
「SEC 第 １期の総括と次期
フェーズにおけるゴール明確
化」

和田 成史（社団法人コンピュー
タソフトウェア協会（CSAJ）会
長）
「ソフトウェア業界変革の波、
変化に対応し、変化を活かす
ために」

西垣 浩司（独立行政法人情報
処理推進機構 理事長）
「情報処理推進機構理事長に就
任して」

佐々木 元（社団法人情報処理
学会 会長）
「ソフトウェア工学への期待」

所長対談 片山 卓也（北陸先端科学技術
大学院大学（JAIST）情報科学
研究科 教授）
「ソフトウェア開発における形
式手法の適用と普及の方策を
考える」

繁野 高仁（株式会社情報シス
テム総研 代表取締役社長）
「情報の源泉を押さえ、情報体
系を管理することが IT 部門の
ミッション」

羽生田 栄一（アジャイルプロ
セス協議会 会長／株式会社豆
蔵 代表取締役会長）
「プライオリティが恒常的に
変化するビジネスアプリケー
ション開発に効果を発揮する
アジャイルプロセス」

安達 和孝（日産自動車株式会
社 電子・電動要素開発本部 電
子制御技術部 主管）
「大規模化 ･複雑化する自動車
搭載ソフトウェアの課題と今
後の方策を考える」

居 徳華（上海 華東理工大学 教
授）
「中国におけるソフトウェア技
術者育成とプロセス改善の課
題・解決策を考える」

特集 「SEC journal 論文賞受賞論文発
表」

「SEC 設立三周年成果報告会
～ Software Engineering Best 
Practice Day ～実施報告」
「SEC 設立三周年成果報告～三
年間の SEC 活動を振り返って
～」
「ソフトウェアエンジニアリン
グ ベストプラクティス賞審査
報告」

「SEC2007 年度活動概要」 「IPA FORUM2008/SEC コンファ
レンス特別講演レポート」
「SEC journal 論文賞 受賞論文発
表」

号数（通し）第５巻第１号（通巻 16 号） ETSS 特集号　第５巻第２号
（通巻 17 号）

第５巻第３号（通巻 18 号） 第 5巻第 4号（通巻 19 号） ESxR 特集号　第５巻第２号
（通巻 20 号）

発行日 2009 年３月 31 日 2009 年４月 30 日 2009 年６月 30 日 2009 年 9 月 30 日 2009 年 11 月 16 日

巻頭言 松田 晃一（IPA/SEC 所長）
「『ハドソン川の奇跡』とディ
ペンダビリティ」

大津賀 文雄（トヨタテクニカ
ルディベロップメント株式会
社 専務取締役）
「組込み技術で世界をリードし
ていくために」

村岡 洋一（早稲田大学 副総長
／理工学術院 教授）
「IT 人材育成について」

白鳥 則郎（社団法人 情報処理
学会 会長／東北大学 電気通信
研究所 教授）
「『2010 年』：IPA/SEC への 3つ
の期待」

松田 晃一（IPA/SEC 所長）
「組込みソフトウェアに期待す
る」

所長対談 宇治 則孝（日本電信電話株式
会社 代表取締役副社長）
「高度 ICT 時代におけるサ ービ
ス創造と人材育成の方策を考
える」

所 眞理雄（株式会社ソニーコ
ンピュータサイエンス研究所 
代表取締役社長）
「安心・安全な IT 社会の実現
に向けてその課題と解決策を
考える」

鈴木 義伯（株式会社東京証券
取引所 常務取締役）
「高い信頼性を備える IT を実
現するための開発手法のあり
方について考える」

特集 第 1特集：
「本格的普及フェーズに入った
ETSS」
第 2特集：
「ソフトウェア開発プロジェク
ト計測プラットフォーム EPM
の今～各国で活発化するイン
プロセス計測の動向 ～」

座談会：
風見 一之（株式会社ニコン執
行役員 映像カンパニー開発本
部長）
新 誠一（電気通信大学 電気通
信学部 システム工学科 教授）
林 和彦（トヨタ自動車株式会
社 BR 制御ソフトウェア開発室
室長）
大原 茂之（SEC リサーチフェ
ロー／東海大学専門職大学院 
組込み技術研究科 教授）
「日本のものづくり産業にもた
らす ETSS の意義と国際標準化
への道を考える」

「SEC2008 年度活動概要」 「実践活用へ向けて活発化する
SEC の『定量的アプローチ』」

Part1：
「ソフトウェア開発力強化のす
すめ方」
Part2：
「ESxR を活用した品質・開発
効率の改善」
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号数（通し）第５巻第６号（通巻 21 号） 第６巻第１号（通巻 22 号） 第６巻第２号（通巻 23 号） 第６巻第３号（通巻 24 号） 第６巻第４号（通巻 25 号）

発行日 2009 年 12 月 28 日 2010 年３月 31 日 2010 年６月 30 日 2010 年 10 月 25 日 2011 年１月 14 日

巻頭言 東條 吉朗（経済産業省 商務情
報政策局 情報処理振興課長）
「情報技術の役割と SEC への期
待」

浜口 友一（社団法人 情報サー
ビス産業協会 会長）
「IT サービスの信頼性向上を目
指して」

片山 卓也（北陸先端科学技術
大学院大学 学長）
「国際競争時代における SEC へ
の期待」

藤江 一正（IPA 理事長）
「情報処理推進機構理事長に就
任して」

関 隆明（特定非営利活動法人 
IT コーディネータ協会 会長）
「経営力強化に直結する IT 経
営の推進」

所長対談 一色 浩一郎（カリフォルニア
州立大学ポモナ校 コンピュー
ター情報学 教授）
「米国から見た日本の IT 教育
と CIO の役割」

石黒 不二代（ネットイヤーグ
ループ株式会社 代表取締役社
長 兼 CEO）
「これからの企業の IT 活用の
方向と CIO の役割を考える」

佐藤 政行（株式会社セブン &
アイ・ホールディングス 執行
役員）
「ビジネス変革に向けた IT の
開発体制と活用策について考
える」

岩野 和生（日本アイ・ビー・
エム株式会社 執行役員 未来価
値創造事業）
「新しい社会サービスの実現に
向けてその課題と解決策を考
える」

鱗原 晴彦（株式会社 U’eyes  
Design 代表取締役／ NPO 法
人 人間中心設計推進機構 事務
局長）
「ユーザビリティを基軸にして
IT システムの安心・安全を実
現する手法を考える」

特集 「SEC journal 論文賞受賞論文発
表」

「SEC2009 年度活動概要」 SECにおける国際学術活動展開
Part1：
「IT プロジェクトの可視化」を
中心とした開設以来 6年間の
軌跡
Part2：
「IT プロジェクトの可視化」を
中心とした国際学術活動の 6
年間国際交流と所感

号数（通し）第７巻第１号（通巻 26 号） 第７巻第２号（通巻 27 号） 第７巻第３号（通巻 28 号） 第７巻第４号（通巻 29 号） 第８巻第１号（通巻 30 号）

発行日 2011 年３月 31 日 2011 年６月 30 日 2011 年 10 月 13 日 2012 年１月 12 日 2012 年３月 30 日

巻頭言 宮原 秀夫（組込みシステム産
業振興機構 理事長）
「地域の特色を活かした産業発
展モデルを創造する」

牛島 和夫（九州地域組込みシ
ステム協議会 会長）
「九州地域組込みシステム協議
会（ES-Kyushu）の紹介」

髙𣘺 淳（経済産業省 商務情報
政策局 情報処理振興課 課長）
「情報システムの信頼性向上と
SEC への期待」

播磨 崇（特定非営利活動法人 
IT コーディネータ協会 会長）
「中小企業の IT 経営を支える
人財～ IT コーディネータ～」

簗田 稔（社団法人組込みシス
テム技術協会 会長）
「社会の安心・安全を目指す組
込みシステム業界として」

所長対談 平野 晋（中央大学総合政策学
部 教授）
「ソフトウェアの信頼性に関す
る説明責任と品質監査のあり
方について考える」

澁谷 裕以（東京海上日動火災
保険株式会社 執行役員 IT 企画
部長）
「災害に強い情報システムのあ
り方を考える」

長尾 真（国立国会図書館長）
「デジタル・ネット時代の知の
基盤を考える」

野辺 継男（日産自動車株式
会社 ビークルインフォメー
ションテクノロジー事業本部
GeneralManager）
「『外部と繋がる車』がもたら
す未来と IT が果たす役割を考
える」

渡辺 尚生（東京ガス株式会
社 常務執行役員 技術開発本部
長）
「スマートエネルギーネット
ワークの実現と IT の役割を考
える」

特集 寄稿：
栗田 太郎（フェリカネットワー
クス株式会社 開発部 2 課統括
課長／博士（情報科学））
「形式手法の実践に対してよく
尋ねられる質問とその回答 モ
バイル FeliCa の開発における
形式仕様記述を通して」

「SEC2010 年度活動概要」 「SEC journal 論文賞受賞論文
発表」
「IPA FORUM 2011 招待講演よ
り」
ポール・イー・ブラック博士、
新谷 勝利
「ソフトウェアの品質保証とテ
スト～メトリクスと測定、明
確な記述、そして管理可能な
プロセスの三本の柱がより信
頼できるソフトウェア開発に
寄与する～」
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号数（通し）第８巻第２号（通巻 31 号） 第８巻第３号（通巻 32 号） 第８巻第４号（通巻 33 号） 第９巻第１号（通巻 34 号） 第９巻第２号（通巻 35 号）

発行日 2012 年６月 29 日 2012 年９月 28 日 2012 年 12 月 14 日 2013 年３月１日 2013 年７月 31 日

巻頭言 江口 純一（経済産業省 商務情
報政策局 情報処理振興課 課
長）
「IT 融合による新しいビジネス
の創出と SEC への期待」

松本 隆明（SEC 所長）
「労働集約型から知識集約型の
開発へ」

森下 俊三（一般財団法人関西
情報センター 会長／組込み
システム産業振興機構 副理事
長）
「組込みシステム産業の一層の
活性化に向けて」

前野 隆司（慶應義塾大学大学
院 システムデザイン・マネジ
メント研究科 研究科委員長・
教授）
「俯瞰的視点から世界のリ・デ
ザインを」

和田 成史（一般社団法人コ
ンピュータソフトウェア協会
（CSAJ）会長）
「パッケージソフトウェア品質
認証制度の発足に向けて」

所長対談 青野 慶久（サイボウズ株式会
社 代表取締役社長）
「クラウド時代のソフトウェア
開発と技術者像を考える」

堀 重和（アルパイン株式会社 
常務取締役 技術・開発統括）
「グローバルビジネスから見た
組込みソフトウェアの課題と
解決策を考える」
インタビュー

浜口 友一（一般社団法人情報
サービス産業協会（JISA）会長）
「岐路に立つ日本のソフトウェ
ア開発、その方向性について
考える」

井上 友二（株式会社トヨタ IT
開発センター 代表取締役会
長）
「IT 融合時代のクルマの役割に
ついて考える」

加藤 光明（伊藤忠テクノソ
リューションズ株式会社 取締
役 常務執行役員 CIO）
「真に利用者に求められるソフ
トウェアの提供とそれを実現
するエンジニア像について考
える」

特集 「SEC2011 年度活動概要」 「SEC2012 年度活動概要」

号数（通し）第９巻第３号（通巻 36 号） 第９巻第４号（通巻 37 号） 第 10 巻第１号（通巻 38 号） 第 10 巻第２号（通巻 39 号） 第 10 巻第３号（通巻 40 号）

発行日 2013 年９月 30 日 2014 年１月 31 日 2014 年３月 31 日 2014 年７月１日 2014 年９月 30 日

巻頭言 喜連川 優（情報処理学会 会長
／国立情報学研究所 所長／東
京大学 教授）
「情報処理学会は頑張っていま
す」

新 誠一（技術研究組合 制御
システムセキュリティーセン
ター（CSSC） 理事長／国立大
学法人電気通信大学 情報理工
学研究科 教授）
「ソフトウェア高信頼性とサイ
バーセキュリティ」

立石 譲二（独立行政法人情報
処理推進機構（IPA）理事／技
術本部長）
「来たるべき IT 利活用社会の
未来に『死角』はないか？」

木村 英紀（独立行政法人科学
技術振興機構（JST） 研究開発
戦略センター（CRDS） 上席フェ
ロー）
「普遍的な課題としてのシステ
ム構築 ：ソフトウェアを超え
て」

中鉢 良治（独立行政法人 産業
技術総合研究所 理事長）
「技術を社会へ：安全性の確保
による橋渡し」

所長対談 ポール・D・ニールセン（カー
ネギー・メロン大学 SEI 所長）
「ソフトウェア・エンジニアリ
ングの浸透とその効果の見え
る化について考える～ CMU/
SEI での取り組み～」

小川 紘一（東京大学 政策ビ
ジョン研究センターシニア・
リサーチャー／元東京大学 知
的資産経営・総括寄付講座 特
任教授）
「ソフトウェア・リッチ時代の
産業発展と標準化を考える」

本位田 真一（国立情報学研究
所（NII） 副所長／東京大学大
学院 教授）
「世界をリードするソフトウェ
ア・エンジニア像とは？」
ナンシー・レブソン（マサ
チューセッツ工科大学 教授）
「安全なソフトウェアシステム
を実現するための新たなアプ
ローチ」

國井 秀子（芝浦工業大学大学
院 工学マネジメント研究科 教
授／一般社団法人情報サービ
ス産業協会（JISA）副会長）
「ソフトウェア産業の活性化と
変革への道筋」

澤本 尚志（東日本旅客鉄道株
式会社 常務取締役 鉄道事業本
部 副本部長 総合企画本部 シ
ステム企画部担当 総合企画本
部 技術企画部担当 鉄道事業本
部 サービス品質改革部担当）
「IT による鉄道システムのイノ
ベーションについて考える」

特集 「SEC journal 論文賞 受賞論文
発表」

「SEC2013 年度活動概要」 「安全・安心な IT 社会を目指
して」
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本年 10 月１日をもって、SEC 設立 10 周年を迎えました。それを記念して SEC journal 創刊 10 周年特別号をお届けし

ます。この 10 年間での IT 技術の使い方の進歩に伴い、世の中の仕組みに浸透し、我々の生活に変革を起こしつつある

IoT、IoE の大きなムーブメントについて、各界の有識者の方々からの寄稿集として構成されております。この特別号編

纂に際し、この 10 年間の回顧録でなく、これからの 10 年に目を向けた内容を目指しましたが、いかがでしょうか。こ

とに再びの東京オリンピック・パラリンピック開催が６年後と迫り、正に “ IT でおもてなし ” を具現するために、読者の

方々と考えるきっかけになれば幸いです。

（編集長）

次世代のソフトウェア・エンジニアリングに関して等、忌憚のないご意見をお待ちしております。下記のFAXまたはメー

ルにてお気軽にお寄せください。

SEC journal 編集部 FAX：03-5978-7517 e-mail：sec-journal_customer@ipa.go.jp

新しい夜明け                                           　　　 （撮影：Y. Morita）

編集委員長  杉崎眞弘

編集委員（50 音順） 荒川明夫

   石川智

   石橋正行

   日下保裕

   杉浦秀明

   中尾昌善

   長谷川佳奈子

   三原幸博

   室修治

   山下博之

編集後記

編集部より

SEC journal　編集委員会
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● ビジネスにＩＴを利活用するためには、情報システム部門に限らず、利用する側の社員一人ひとりにも 
“ ＩＴ力 ” が求められています。

● ｉパス（ＩＴパスポート試験）は、セキュリティ、ネットワーク等のＩＴに関する基礎知識をはじめ、企業活動、
経営戦略、会計や法務、プロジェクトマネジメントなど、幅広い総合的知識を測る国家試験です。

● ｉパスを通じて、社員一人ひとりに “ＩＴ力 ” が備わることにより、組織全体の “ＩＴ力 ” が向上し、様々なメリッ
トが期待されます。

i パスのメリット

ｉパスを通じて習得したＩＴの基礎知識を活かすことで、業務にＩＴを積極的に活用し、業務効率化につながります。
また、ＩＴに関する基礎知識は、社内の情報システム部門等との円滑なコミュニケーションにも役立ちます。営業職
であれば、顧客に対して製品やサービスを具体的にわかりやすく説明できるようになり、顧客のニーズをより深く把
握できるようになり、ビジネスチャンスの拡大にもつながります。

社員一人ひとりが、情報セキュリティやモラルに関する正しい知識を身につけ、意識することで、情報セキュリティ
に関する被害を未然に防ぐことができ、「情報漏えい」などのリスク軽減、企業内のコンプライアンス向上・法令順
守に貢献します。

ｉパスは、ＩＴに関する知識にとどまらず、企業活動、経営戦略、会計や法令など、ＩＴを活用する上で前提となる
幅広い知識がバランスよく習得できます。そうした知識が身につくことにより、業務の課題把握と、ＩＴを活用した
課題解決力が備わり、組織全体の業務改善につながります。

SEC journal
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）　技術本部　ソフトウェア高信頼化センターでは、下記の内容で論文を募集し
ています。

・ソフトウェア開発現場のソフトウェア・エンジニアリングをメインテーマとした実証論文または先導的な論文
・ソフトウェアが経済社会にもたらす革新的効果に関する実証論文

品質向上・高品質化技術、レビュー・インスペクション手法、コーディング手法、テスト／検証技術、要求獲得・分
析技術、ユーザビリティ技術、プロジェクト・マネジメント技術、設計手法・設計言語、支援ツール・開発環境、技
術者スキル標準、キャリア開発、技術者教育、人材育成、組織経営、イノベーション

締切り　：1月・4月・7月・11 月　各月末日
査読結果：締切り後、約 1カ月で通知。「採録」と判定された論文は SEC journal に掲載されます。
応募方法：投稿は随時受付けております。応募様式など詳しくはHPをご覧ください。
　　　　　http://www.ipa.go.jp/sec/secjournal/papers.html

毎年「採録」された論文を対象に審査し、優秀論文には SECjournal 論文賞として最優秀賞、優秀賞、所長賞を副賞と
併せて贈呈します。
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